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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成15年７月 平成16年７月 平成17年７月 平成18年７月 平成19年７月

売上高 (千円) ― 992,619 1,102,699 1,319,020 1,686,771

経常利益 (千円) ― 184,723 113,921 8,902 44,210

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) ― 312,532 54,785 △26,245 11,209

純資産額 (千円) ― 1,454,746 1,596,719 1,741,007 1,857,871

総資産額 (千円) ― 1,608,846 1,990,638 1,972,396 2,137,340

１株当たり純資産額 (円) ― 47,556.28 17,005.02 17,743.73 18,795.48

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) ― 10,278.86 587.16 △274.88 115.85

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 9,952.71 559.05 ― 115.35

自己資本比率 (％) ― 90.4 80.2 86.4 85.3

自己資本利益率 (％) ― 25.4 3.6 ― 0.6

株価収益率 (倍) ― 84.35 446.22 ― 474.75

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 157,142 61,182 △51,766 △63,499

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 122,862 △168,543 9,675 △118,846

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 48,839 359,707 △63,458 73,652

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― 837,912 1,090,415 985,688 875,853

従業員数 (名) ―(―) 34( 1) 31( 1) 119( 3) 154( 2)



(注) １ 当社は、第５期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については、記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は、含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率について、第７期においては、当期純損失が計上

されていることから、記載しておりません。 

４ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

５ 第７期の従業員の増加は、主として平成17年８月４日付けで株式会社デリバリーの議決権の50.7％を取得したことによ

り、同社が連結子会社に該当することになったこと及び平成17年８月31日付で設立したDELIVERY VIETNAM CO., LTD.が新

たに従業員を雇用したことによるものであります。 

６ 第８期の従業員の増加は、主として事業規模拡大のため、株式会社デリバリー、DELIVERY VIETNAM CO., LTD.及び

DELIVERY THAI CO., LTD.が新たに従業員を雇用したことによるものです。 

７ 当社は、平成16年９月17日を新株の効力発生日として１：３の割合で株式分割を実施しており、平成16年７月末時点の株

価は権利落ち後の株価となっております。このため、第５期の株価収益率については、権利落ち後の株価に分割割合を乗

じた株価をもとに算定しております。 

８ 第７期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  



(2) 提出会社の経営指標等 

  

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成15年７月 平成16年７月 平成17年７月 平成18年７月 平成19年７月 

売上高 (千円) 734,193 1,017,769 1,085,502 1,062,960 1,248,491

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △211,020 230,078 114,406 9,335 50,289

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) △295,261 333,032 47,237 △34,959 18,075

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 579,845 605,095 688,890 777,941 814,962

発行済株式総数 (株) 30,388 30,590 93,897 96,303 97,215

純資産額 (千円) 1,005,559 1,475,520 1,609,945 1,710,653 1,832,569

総資産額 (千円) 1,084,452 1,622,885 1,988,854 1,917,881 2,038,237

１株当たり純資産額 (円) 33,090.66 48,235.38 17,145.86 17,788.63 18,895.97

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 
(―)

―
(―)

―
(―)

― 
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △9,716.37 10,953.11 506.26 △366.14 186.80

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 10,605.56 482.02 ― 186.00

自己資本比率 (％) 92.7 90.9 80.9 89.1 89.9

自己資本利益率 (％) ― 26.8 3.1 ― 1.0

株価収益率 (倍) ― 79.16 517.52 ― 294.43

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 114,039 ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △27,633 ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― ―

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(千円) 454,068 ― ― ― ―

従業員数 (名) 34( 1) 34( 1) 31( 1) 41( 2) 43( 2)



(注) １ 当社は、第５期より連結財務諸表を作成しているため、第５期、第６期、第７期及び第８期のキャッシュ・フロー計算書

に係る経営指標等の記載を省略しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第４期については関連会社がないため、第５期、第６期、第７期及び第８期については連結財務諸表を作成しているた

め、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率について、第４期及び第７期においては、当期純

損失が計上されていることから、記載しておりません。 

５ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

６ 当社は平成16年９月17日を新株の効力発生日として１：３の割合で株式分割を実施しており、平成16年７月末時点の株価

は権利落ち後の株価となっております。このため、第５期の株価収益率については、権利落ち後の株価に分割割合を乗じ

た株価をもとに算定しております。 

７ 第７期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  



２ 【沿革】 

  

平成12年３月 東京都港区麻布台に設立。主にｉモード等のデジタル情報メディアを活用したＥビ

ジネスに関するコンサルティングを行う「メディアコンサルティング＆ソリューシ

ョン事業」及びｉモードを使ったコンテンツ及び広告配信サービスを提供する「メ

ディアイノベーション事業」を開始。 

平成12年７月 ｉモード公式サイト「爆釣チャンネル」を開始。 

平成12年12月 東京証券取引所マザーズ上場。 

平成14年12月 株式会社ＮＨＫ文化センター「業務管理システム」の開発に協力。 

平成15年６月 モバイル機器組込み型バーコードリーダー・ソフトウェアを開発。 

平成15年７月 子会社「スタートメディアジャパン株式会社」(現連結子会社)を設立。 

平成15年12月 ２次元コードリーダ・エクステンション「CamReader for BREW」を開発。 

平成15年12月 メディアシーク製２次元バーコードリーダーをau携帯電話に標準搭載開始。 

平成16年１月 事業セグメントを「システムコンサルティング事業」、「コンテンツ事業」及び

「サービス開発事業」の３つの事業セグメントに再編。子会社の「暗号化コード

販売事業」を含め計４つの事業セグメントに変更。 

平成16年４月 子会社「スタートメディアジャパン株式会社」(現連結子会社)でデジタルキャン

ペーンパッケージ「瞬間ハッピー」の販売を開始。 

平成16年８月 カメラ付き携帯電話向け「ＯＣＲエンジン」を開発。 

平成16年12月 業界初の携帯電話向け音楽情報フリーペーパー「うたフルぼん」創刊。 

平成17年２月 「デザインプログラム」開始。世界的デザイナー、サイトウマコト氏とau製デザ

イン携帯電話「PENCK」のデザインを担当。 

平成17年４月 個人情報保護体制を強化。「プライバシーマーク」取得。 

平成17年４月 携帯電話向けバーコードリーダーで「マイクロＱＲコード」対応開始。 

平成17年６月 携帯電話向け組込みプログラムで世界最高レベルの評価「BREW 2005 Developer 

Awards」受賞。 

平成17年８月 「暗号化コード販売事業」を「サービス開発事業」及び「コンテンツ事業」に含

めることとし、事業セグメントを再編。「サービス開発事業」「コンテンツ事

業」及び「システムコンサルティング事業」の３つの事業セグメントに変更。 

平成17年８月 第三者割当増資引受けにより「株式会社デリバリー」(現連結子会社)を子会社化。

平成17年８月 ベトナムに現地法人「DELIVERY VIETNAM CO., LTD.」(現連結子会社)を設立。 

平成17年11月 バーコードリーダーをカメラ付きＰＨＳ端末に搭載。 

平成17年12月 携帯電話でＱＲコードを作成できる「バーコードリーダー＆メーカー」出荷開始。

平成18年３月 ＪＡＮコードに対応したバーコードリーダー(拡張モジュール)を開発、販売開始。

平成18年５月 ＱＲコード・カラーコードに対応した「ハイブリッドコードリーダー」を開発。 

平成18年６月 「BREW 2006 Developer Awards」を２年連続で受賞。 

平成18年７月 タイに現地法人「DELIVERY THAI CO., LTD.」(現連結子会社)を設立。 

平成18年10月 携帯電話で汎用バーコード読取できる「UCC/EAN-128」読取エンジンを開発。 

平成18年11月 日本最大級のデコメサイト「DecoStreet」オープン。 

平成19年６月 携帯電話向け「UCC/EAN-128」読取エンジンが「料金・るるる」にて利用開始。 

平成19年７月 「高速同期通信技術」に関する特許を取得。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、親会社(株式会社メディアシーク、当社)及び子会社４社(スタートメディアジャパン株式会社、株

式会社デリバリー、DELIVERY VIETNAM CO., LTD.、DELIVERY THAI CO., LTD.)で構成されております。当社グループ

の事業における位置付けは以下の通りです。 

  

 
  



(1) サービス開発事業 
  

 

サービス開発事業は、モバイル機器、特に携帯電話向け組込み型アプリケーションソフトウェアの開発・供給を

行うほか、当該アプリケーションを活用したサービスの提供を行います。カメラ付き携帯電話等、高機能モバイル

端末の普及にあわせ、主要な携帯電話メーカ及び通信事業者に対し、２次元バーコードリーダーをはじめとする組

込み型アプリケーションソフトウェアのライセンス販売を行っております。海外市場向けに、日本と異なる様々な

バーコードにも対応できるよう改良したバージョンアップ版のほか、特定の事業者向けに、特別なバーコードに対

応したカスタマイズ版アプリケーションソフトウェアの開発・提供も行います。今後は世界中の様々なＯＳやハー

ドウェア、特殊コード等に迅速かつ柔軟に対応できる「アプリケーション・プラットフォーム」の構築を進めてゆ

きます。 

当社は、単なるソフトウェア・サプライヤーとしてのみならず、一部のビジネス企画については、パートナー企

業と共同で、成功報酬(レベニューシェア)に基づく共同事業の推進を行っております。 

  



(2) コンテンツ事業 
  

 

コンテンツ事業は、携帯電話等モバイル端末向けコンテンツ配信等、各種情報サービスの提供を行います。当社

が情報サービスの主体となり、あるいは有力コンテンツを有する事業者(パートナー企業)と共同で、携帯電話向け

の有料コンテンツ配信サービスや広告配信サービスを提供するほか、これらの新興メディアを最大限活用したマー

ケティング支援、アプリケーション開発支援等のサービスを提供するビジネス形態です。有料コンテンツ配信に伴

う購読料(月単位の契約で300円程度の月額料金が一般的) 等の売上をパートナー企業と共有・分配する「パートナ

ーシップ」モデルを構築することで、当社の事業機会の極大化を図るとともに、パートナー企業にとってもビジネ

スの初期コストとリスクを抑え、新規事業で安定的な収益確保を実現するための事業オプションを提供します。分

配の比率については案件毎・パートナー企業毎に協議の上で決定します。 

当社は、上記コンテンツ事業において様々なビジネス企画を支援するなかで、一部のビジネス企画については、

成功報酬(レベニューシェア)を前提に、投資を含めた事業リスクを負った上で、責任ある立場でクライアント企業

と共同で事業推進を行っております。 

  



(3) システムコンサルティング事業 
  

 

システムコンサルティング事業は、コンテンツ配信やモバイルＥＣサービス、コミュニケーションサービス等モ

バイル機器を活用した情報ビジネスを実践しようとする顧客企業(クライアント)に対して事業戦略立案、ビジネス

モデル構築、システム開発と運用サポート、さらにマーケティング支援等、事業の立ち上げと運営に必要な総合的

サポートを提供します。業務システムの設計・開発から導入後の運用支援まで各種コンサルティングサービス、業

務支援サービスを提供し、その対価となる報酬を受け取るビジネス形態です。 

  

(当社コンサルティングサービスの例) 

－モバイル機器を活用した新規ビジネス戦略の立案 

－携帯電話向けコンテンツ配信システムの設計・構築及び運用サポート 

－携帯電話等を使ったマーケティング支援 

  

当社グループは、ＩＴコンサルタントとしての技術知識、分析能力、企画・戦略の立案能力、そしてソリューシ

ョン実践のための提案力・実行力の上に、自らコンテンツ配信事業者として学んだ実践ノウハウを注入することに

よって、独自ソリューションの提供を行っております。 

  

当社グループは、異なる事業セグメントが互いにシナジー効果を発揮し、外部環境にあわせてその役割を変化させ

ることで、リスクを最小限とし、市場環境の変化に柔軟に対応した安定的かつ持続的な成長を実現してゆく方針で

す。今後も常に変化を続けながら、最適なビジネスポートフォリオの構築を進めてゆきます。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合であります。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社は、ありません。 

４ 株式会社デリバリーについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えて

おります。 

主要な損益情報等 (1) 売上高   543,135千円 

(2) 経常利益   3,197千円 

(3) 当期純利益  1,312千円 

(4) 純資産額   43,558千円 

(5) 総資産額  240,542千円 

  

名称 住所 
資本金

又は出資金
主要な事業の内容

議決権の
所有割合
(％) 

関係内容 

(連結子会社)  

スタートメディアジャパン株
式会社 

東京都 
港区 

千円

42,500

コンテンツ事業及び
システムコンサルテ
ィング事業 

64.5 役員の兼任４名 

株式会社デリバリー 
東京都 
港区 

千円

19,025
システムコンサルテ
ィング事業 

50.7

当社よりシステム開発・
保守業務の受託あり。 
当社より資金援助あり。 
役員の兼任３名 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD. 
Ho Chi Minh 
Vietnam 

米ドル

170,000
システムコンサルテ
ィング事業 

50.7
(50.7)

― 

DELIVERY THAI CO., LTD. 
Bangkok 
Thailand 

千タイバーツ

2,000
システムコンサルテ
ィング事業 

50.7
(50.7)

― 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 全社(共通)は、経理及び法務等の管理部門の従業員であります。 

５ 前連結会計年度末に比べ従業員数が35名増加しておりますが、主として事業規模拡大のため、株式会社デリバリー、

DELIVERY VIETNAM CO., LTD.及びDELIVERY THAI CO., LTD.が新たに従業員を雇用したことによるものです。 

  

(2) 提出会社の状況 

(注) １ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  

平成19年７月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

サービス開発事業 11( 2) 

コンテンツ事業 14(―) 

システムコンサルティング事業 119( 0) 

全社(共通) 10(―) 

合計 154( 2) 

平成19年７月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

43( 2) 32.5 2.6 4,543 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

  

当連結会計年度に、当社グループは、サービス開発事業において、携帯電話向けバーコードリーダーを中心にモ

バイル機器向けソフトウェアのライセンス販売を行いました。また、コンテンツ事業において、主に携帯電話向け

有料コンテンツ配信による売上を実現しました。さらに、システムコンサルティング事業においては、既存クライ

アントに対するサービス提供に加え、新規のシステムコンサルティング業務による売上を実現したほか、子会社

「株式会社デリバリー」を通じて複数の新規業務を開始したこと等により、売上の拡大を実現しました。また、将

来予想される市場及び技術トレンドの変化に対応し、安定した売上と競争力を確保してゆくため、研究開発ほか社

内体制の整備を進めました。その結果、当連結会計年度の売上高は、1,686,771千円(前年同期比27.9％増)、経常利

益は、44,210千円(前年同期比396.6％増)、当期純利益は、11,209千円(前年同期は、26,245千円の当期純損失)とな

りました。 

  

(サービス開発事業) 

サービス開発事業においては、主にモバイル機器、特に携帯電話向けアプリケーションソフトウェアのライセ

ンス販売を行いました。当連結会計年度においては、携帯電話に組込まれたカメラで２次元コードほか各種バー

コード等の高速読取りを可能にする「CamReader」テクノロジーに基づく組込み型ソフトウェアの開発・供給体制

をさらに強化したほか、新たなアプリケーションプログラムの開発を行い、主要な携帯電話メーカや通信事業者

等に対し、アプリケーションソフトウェアのライセンス販売を行いました。その結果、同事業の当連結会計年度

の売上高は、328,509千円(前年同期比16.6％減)、営業利益は、64,672千円(前年同期比38.6％減)となりました。

  

(コンテンツ事業) 

コンテンツ事業においては、収益の中心となる携帯電話向け有料コンテンツ配信サービスの基盤整備を行いま

した。有料コンテンツ配信サービスにおいて、継続的なリニューアル等により、引き続き安定的な売上を達成し

たほか、携帯電話向け音楽配信サービスに特化した季刊のフリーペーパー「うたフルぼん」第７号、第８号、第

９号及び第10号を発行、さらに、無料のデコレーションメールサイト「DecoStreet」を開始する等、さらなる事

業拡大のための事業基盤を強化しました。その結果、同事業の当連結会計年度の売上高は、754,019千円(前年同

期比42.0％増)、営業利益は、47,057千円(前年同期比31.4％増)となりました。 

  

(システムコンサルティング事業) 

システムコンサルティング事業においては、前連結会計年度より連結決算対象とした子会社「株式会社デリバ

リー」を通じて複数の新たなクライアント向け業務を開始したこと等により、売上基盤の拡大を実現しました。

また、当連結会計年度においては、既存クライアント向けサービスに加え、新たなクライアント向けにシステム

コンサルティングサービスを提供しました。さらに、将来予想される市場及び技術トレンドの変化に対応し、安

定した売上と競争力を確保してゆくため、研究開発ほか社内体制の整備を進めました。その結果、同事業の当連

結会計年度の売上高は、604,242千円(前年同期比53.4％増)、営業利益は、54,151千円(前年同期比69.9％増)とな

りました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 



当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」)は、期首に比べ109,834千円減少し、当連結会計年度

末には、875,853千円(前年同期は、985,688千円)となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、63,499千円の支出(前連結会計年度は、51,766千円の支出)となりまし

た。これは、主として売上債権が73,387千円増加したことによるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、118,846千円の支出(前連結会計年度は、9,675千円の収入)となりまし

た。これは、主として投資有価証券を306,143千円購入したこと、保険の積立のため101,313千円を支出したこと

によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、73,652千円の収入(前連結会計年度は、63,458千円支出)となりまし

た。これは、株式の発行により73,652千円の収入を得たことによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績及び受注実績 

当社グループは、生産及び受注に関する該当事項はありません。 

(2) 仕入実績 

当社グループは、仕入に関する該当事項はありません。 

(3) 販売実績 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社グループが対処すべき当面の課題として、(1) 経営資源の機動的活用のための管理運営体制の整備、(2) 人材

の育成・強化、(3) 独自技術の開発と研究開発体制の整備、(4) 外部パートナーとの連携強化、(5) ビジネス向けソ

リューションの強化、の５つの方向性で事業展開を進めてゆく予定です。 

  

(1) 経営資源の機動的活用 

当社グループがビジネスの対象とする事業領域は、技術及び市場トレンドの変化が も激しい分野の１つである

と認識しております。そのような市場環境において、積極的な事業拡大を実現するために、当社グループでは、マ

ーケットの変化に合わせ、成長のチャンスが大きい分野に機動的な資源配分を実現できる組織運営体制の強化を進

める方針です。必要な時に、事業セグメントの枠を超えて、迅速に、適切な人材、そして十分な規模のリソースを

投入できるよう、所属組織の枠を超えて、柔軟な運営が可能な組織体制の整備を進めます。また同時に、機動的変

化に左右されずに、全社利益の 大化を遂行できる管理運営体制の強化を進めてゆきます。 

(2) 人材の育成・強化 

より高付加価値型のサービス実現のために、中長期的な視点から内部でのスキル形成・人材育成のためのプログ

ラム強化に努めます。市場の一歩先の変化を見越した新規サービス分野の開拓、モバイル機器の進化に合わせた新

規コンテンツの企画・開発、さらに、日本のみならず海外マーケットでの事業推進に必要な人材の育成等、当社グ

ループ内部でのスキル形成・人材育成を強化してゆく方針です。当連結会計年度より新卒採用を開始したほか、当

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％) 

サービス開発事業 328,509 △16.6 

コンテンツ事業 754,019 ＋42.0 

システムコンサルティング事業 709,110 ＋57.1 

消去又は全社 △104,868 ― 

合計 1,686,771 ＋27.9 

相手先 

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ＮＴＴドコモ 174,510 13.2 318,715 18.9 

アクセンチュア株式会社 114,245 8.7 248,278 14.7 

ＫＤＤＩ株式会社 231,139 17.6 185,541 11.0 

京セラコミュニケーションシス
テム株式会社 

88,456 6.7 182,821 10.8 



社グループの事業規模拡大にあわせ、人材の積極的採用を進めてゆきます。少数精鋭の組織体制から、より組織

的で機動力のある組織体制の整備を進めてゆく方針です。 

(3) 独自技術の開発と研究開発体制の整備 

当社グループは、ソフトウェア分野における独自技術の開発を進め、研究開発体制の整備を進めます。当連結会

計年度には高速同期通信技術に関する特許を取得することができました。携帯電話に代表されるモバイル端末は、

新たなテクノロジーを取り込み、今後さらなる多機能化・高機能化が進んでゆくものと想定されます。モバイル端

末の「進化」に合わせ、常に一歩先を見越した独自技術やサービスの開発に集中的にリソースを投入してゆく方針

です。研究開発体制の整備を通じて、将来にわたる競争力の向上と企業価値の拡大を目指します。 

(4) 外部パートナーとの連携強化 

急速に変化が進むモバイル市場において、変化に対応し的確なソリューションを提供するスピードは、競争力を

確保する上で極めて有効な武器となります。当社グループは、当社グループと補完関係が成り立つ独自技術等や顧

客基盤を持つパートナー企業との連携を強化することで、国内外を問わず、積極的に事業機会の拡大を進めてゆき

ます。外部パートナーとの機動的な連携を通じ、携帯電話向け新規アプリケーション／サービスの提案、さらに、

技術プラットフォーム開発についても積極的に取り組んでゆく方針です。 

(5) ビジネス向けソリューションの強化 

携帯電話を始めとするモバイル端末は、企業の情報ツールとしてさらに活用が進み、モバイル端末を活用したビ

ジネス向けソリューション市場は、中長期的な市場拡大が見込めるものと考えられます。当社グループは、プロの

コンサルタントとしてのスキルと経験を活かし、企業向け業務システムの構築等、信頼性の高いアプローチが求め

られるビジネス向けソリューションの強化を進めてゆきます。携帯電話向けバーコードリーダーを活用した業務プ

ログラムの構築等、当社製組込みアプリケーションと連動したビジネスソリューション開発についても、積極的に

進めてゆく方針です。 

  



４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記

載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断上、重要と考えられ

る事項については、情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の

可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に関する投資判

断は、以下の記載事項及び本項以外の記載事項を、慎重に検討したうえで行われる必要があると考えられます。 

(1) 事業内容について 

① 特定事業への依存度について 

当社グループは、市場環境の変化に柔軟に対応し、安定的かつ持続的な成長を実現してゆくために、市場の動

向に応じて、異なる事業セグメントを効果的に組み合わせることで、リスクを 小限とし、常に変化を続けなが

ら 適なビジネスポートフォリオの構築を進めてゆく方針を採っております。その結果、当社グループの売上総

額に占める各事業セグメントの売上構成比率は常に変動し、中心となる事業セグメントは必ずしも固定的ではあ

りません。これまで、平成13年７月期及び平成14年７月期においては、メディアコンサルティング＆ソリューシ

ョン事業(現システムコンサルティング事業)の売上が全売上の50％以上を占めておりましたが(いずれも個別財務

諸表の数値)、平成15年７月期からは、メディアイノベーション事業(現コンテンツ事業及びサービス開発事業を

含む)が中心的な事業セグメントとなり、平成19年７月期においては、全売上の44.7％がコンテンツ事業による売

上となっております。システムコンサルティング事業及びサービス開発事業の売上は、今後拡大する見通しであ

り、また今後、新規の事業セグメントを加え、新たなビジネスポートフォリオが構成される可能性もあります

が、コンテンツ事業の構成比率は、当期も高い比率を維持する見通しです。当社グループは、今後も、特定事業

モデルへの依存度を減らしつつ、各事業セグメントの成長を 大化してゆくことで、より安定的な成長を実現し

てゆく計画であります。しかしながら、全ての不測の事態を回避できる保証はなく、必ずしも計画通りに推移す

る保証はありません。 

② 人材の確保と定着化について 

事務職を除く当社グループ実務スタッフの多くは、コンサルティング会社等でプロのＩＴコンサルタントとし

ての業務経験を有し、あるいは、インターネット関連企業や携帯電話向けコンテンツ配信事業者等において業務

経験及び技術スキルを有するスタッフで構成されております。当社グループは、携帯電話ほか先進的モバイル機

器を活用したビジネスに関するコンサルティング及びソリューションの提供を主なターゲットとしており、今後

の事業拡大には、既存のスタッフに加えて、これらの先駆的な分野での知識と経験を有する人材の確保が極めて

重要な課題であります。また今後は、海外での事業展開に関するスキルや知識と経験を有する人材の確保が必要

です。そこで当社グループは、優秀な人材を確保するために、また、現在在職している人材が退職・転職する等

のケースを 小限に抑えるため、ストックオプション制度等の報酬プログラムを用意しております。さらに、事

業の拡大に伴い、人材紹介サービスの活用やパートナー企業との連携強化により、必要な人材の確保を進めてゆ

く方針であります。 

しかしながら、いずれも継続的な人材の確保を保証するものではなく、適格な人材を十分に確保できなかった

場合には、当社グループの事業拡大に制約を受ける可能性があります。 

③ マーケットの拡大について 

「ｉモード」を始めとする携帯電話向け情報サービス市場は、 も成長性の高い分野の一つとして拡大を続け

る可能性がありますが、一方、その拡大スピードは頭打ちとなっております。 

インターネット携帯電話サービスの歴史は浅く、その市場規模と今後の動向に関しては不透明であります。今

後、新技術に基づく携帯電話に代わる新サービス、代替サービスの台頭や、何らかの法的な措置によりマーケッ

トの拡大が制限を受けた場合等、当該マーケットが順調に拡大せず、もしくはマーケットが縮小する可能性がな

いとは言えません。このような状況が起こった場合、当社グループの経営成績その他に重大な影響を及ぼすおそ



れがあります。 

④ 法的規制の可能性について 

現時点では、当社グループの事業を制限する直接的な法的規制は、存在しないと考えております。ただし、法

的規制による当社グループの事業への間接的な影響の可能性について及び日本以外での法的規制とその運用に伴

う影響について専門家の意見書は得ていません。今後、当社グループの事業を直接的もしくは間接的に制限する

法的規制がなされた場合には、当社グループの事業展開は制約を受け、当社グループの経営成績その他に重大な

影響を及ぼすおそれがあります。また、当社グループの出資先企業の活動に関する規制環境に大きな変化が生じ

た場合にも、当該出資先企業の市場価値の低下等により、当社グループの経営成績その他に重大な影響を及ぼす

おそれがあります。 

⑤ システムダウンの可能性について 

当社グループの提供する携帯電話向け及びビジネス向け情報サービスは、当社グループの保有するコンピュー

タシステムである情報配信サーバと通信ネットワーク設備に依存しております。当社グループのサーバシステム

及び通信機器は、ネットワークシステムの運営に実績のある通信事業者の運営する耐障害対策を有する施設に設

置されており、障害の発生を 小限に抑えるための対策を講じておりますが、当社グループの情報配信システム

に障害が発生した場合、もしくは携帯電話事業者の提供するネットワーク等においてシステムダウン等が発生し

た場合には、当社グループの事業に悪影響を受ける可能性があります。また、これらの障害の影響が大きい場

合、もしくは障害の影響が長期にわたる場合には、当社グループ全体の業績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

⑥ セキュリティについて 

外部からの不正手段によるコンピュータ内への侵入や、役員及び従業員の過誤等により、システムの停止、機

密情報の漏洩及び顧客情報の漏洩が起こる可能性があります。当社グループでは、内部関係者が不正な手段によ

って情報の漏洩に関与したり、システム障害を引き起こすことがないよう、制度面及びシステム面でリスクを

小限に抑えるための対策を講じておりますが、全てのリスクを完全に排除することは困難であります。この場

合、当社グループ事業の信頼性の低下を招き、当社グループの経営成績その他に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。また、コンピュータウィルス等の影響により、当社グループの事業に限らず、今後、インターネットや携帯

電話等のネットワークの信頼性に重大な影響を与える事態が生じた場合には、デジタル情報ネットワークを利用

したサービス全体に対する不信感によって、間接的に当社グループの事業が悪影響を受け、当社グループの経営

成績その他に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

⑦ 個人情報漏洩の可能性について 

当社グループは、システムコンサルティング事業において、顧客の保有する個人情報を含むシステムの開発・

運営の委託を受けるほか、コンテンツ事業においても、通信販売やアンケートの取得等を通じて相当量の個人情

報を保有、管理する場合があります。このとき、外部からの不正アクセスや、ウィルス攻撃、もしくは役員及び

従業員の過誤等によりこれら個人情報の漏洩・紛失が起こる可能性があります。当社グループにおいては、事業

の過程でこのような個人情報の漏洩・紛失が生じないよう、個人情報保護プログラムを策定し、リスクを 小限

に抑えるための対策を講じております。平成17年４月には「プライバシーマーク」の認定(認定事業者番号：

A820427(01))を受け、個人情報につき、さらに徹底した管理体制を整える努力を続けておりますが、全てのリス

クを完全に排除することは困難であります。個人情報の漏洩・紛失が生じた場合、情報や被害の内容によって

は、個人又は取引先に対し直接的な損害賠償等の義務を負う場合があり、この場合、当社グループの事業に直接

的に悪影響を受け、当社グループの経営成績その他に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

⑧ ソフトウェア製品の不具合(バグ)により販売が継続できなくなる可能性について 

当社グループより供給する全てのソフトウェアは、納品前に入念なテストを行い、十分なテストを経た信頼性

の高いソフトウェアを製品として供給しておりますが、今日の複雑かつ高度なソフトウェアにおいて不具合(バ

グ)の発生を完全に排除することは困難であり、入念なテストを実施したソフトウェアであっても、予期し得ない



致命的なバグが発見される可能性があります。当社グループより供給・販売したソフトウェアに致命的なバグ

が発見された場合、ライセンス供給先の事業者から損害賠償請求を受けたり、当該ソフトウェアを搭載した製品

を市場から全て回収するために多額の費用が発生する可能性があります。また、当該バグの修正に長期間を要す

る場合、その間当該ソフトウェアを出荷することができず、収益が悪化する可能性があります。さらに、当該ソ

フトウェアの製造・供給元である当社グループに対する不信感によって、間接的に当社グループの事業が悪影響

を受け、当社グループの経営成績その他に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

⑨ 知的財産権について 

当社グループの知的財産権の権利化については、既に登録が認められた特許１件(株式会社メディアシークにお

いて１件)、商標７件(株式会社メディアシークにおいて６件、子会社スタートメディアジャパン株式会社におい

て１件)と意匠１件(株式会社メディアシークにおいて１件)を除き、出願中の特許が11件(株式会社メディアシー

クにおいて11件。ただし、うち８件については共願)、出願中の商標が１件(株式会社メディアシークにおいて１

件)あり、平成19年７月31日現在、登録に至っておりません。これら出願中の特許、商標の権利化の可能性につい

ては、未知数であり、また、その可能性についての弁理士ほか専門家の意見書は得ていません。また、競合事

業、競合企業に対する知的財産権に基づく独占性、優位性は現在のところ有しておらず、今後これらの知的財産

権による独占性、優位性を確立する可能性については、未知数です。 

⑩ 知的財産権の侵害による訴訟の可能性について 

当社グループの提供するサービス及び製品に対して、現時点において、第三者より知的財産権に関する侵害訴

訟等を提起される等の通知は受けておりません。しかしながら、長期間にわたりその存在が顕在化しないサブマ

リン特許の存在や、一般的なビジネスモデルそのものが特許として成立する可能性もあり、事前に入念な調査を

実施しても、当社グループの提供する製品・サービス全てについて、特許侵害その他により第三者から知的財産

権に関する侵害訴訟等を提訴される可能性を完全に排除することは困難です。第三者から知的財産権に関する侵

害訴訟等を提訴され、万一、権利侵害の事実が発見された場合、当社グループの製品の販売差止めやサービス停

止のほか、多額の賠償金支払いを求められる可能性があります。さらに、当社グループに対する不信感によっ

て、間接的に当社グループの事業が悪影響を受け、当社グループの経営成績その他に重大な影響を及ぼすおそれ

があります。 

  

(2) 経営成績の変動について 

① 当社及び業界の歴史が浅いことについて 

当社は、平成12年３月１日に設立され、平成19年７月31日現在において、設立から約７年５ヶ月を経過したの

みであります。インターネット業界及び携帯電話向け情報サービスの歴史も浅いため、当社グループの業績に影

響を及ぼすと考えられる様々な外部環境(今後のわが国における携帯電話向け情報サービスの利用者の推移、有料

コンテンツ配信サービス・広告配信サービスの市場動向、モバイル機器向けアプリケーションソフトウェアの市

場規模及びビジネスモデルの確立等)について不透明な部分が多くあります。したがって、今後当社グループが売

上を増加できるか、利益を計上し続けられるか等を予測する客観的な判断材料として、過年度経営成績を参考に

するには不十分な面があります。 

② 取引上のトラブル／訴訟の可能性について 

当社グループの事業は、著作物の電子配信サービスを含み、また、当社グループの事業内容は、事業ノウハウ

やビジネスモデル及び独自技術等の知的財産に密接に関連する場合が少なくありません。したがって、今後、当

社グループが事業展開を図る上で、他社の特許権等知的財産権の侵害や、著作権の処理等において、訴訟及びそ

の他の請求の対象とされる可能性があります。 

インターネット、インターネット携帯電話サービス、デジタル放送等におけるサービスは、ビジネス自体の歴

史が浅く、訴訟リスクの危険性を明確に算定することは極めて困難です。また、他社によるビジネスモデル特許



の取得や、米国等におけるサブマリン特許の出現及びネットワーク・サービスにおける特許の侵害に対する管

轄権の問題等、他国の法制度及びその運用、国際的な法理論及び法律実務等については、不透明な要素が多く、

訴訟の発生リスクをコントロールすることは極めて困難と言えます。新たに発生するか、これまで顕在化しなか

ったビジネスリスク等によって、当社グループに対する訴訟等が提起される場合には、その訴訟内容によって

は、当社グループの経営成績その他に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

また、システムコンサルティング事業においては、クライアントからの受注は、業界の慣行として、書面取り

交わしによる受注から、口頭の合意による受注まで様々であり、短期間のコンサルティング業務等においては、

書面による契約成立に先立ち実作業が開始される場合があります。当社グループは、サービスの提供に際し、事

前にクライアントと作業内容について十分に確認する等の対応を行っておりますが、クライアント側の意向によ

りプロジェクトの内容が一部変更・修正、もしくは中止される場合等、不測の事態を全て回避できる保証はあり

ません。クライアント側の事情による計画変更・中断、もしくは製品等の不具合によるトラブル等が発生した場

合、あるいは、クライアントによる対価の不払い等が発生した場合、海外事業者との取引において為替や送金ほ

か金融上のトラブルが発生した場合には、不測の損害が発生し経営成績に重大な影響を及ぼすおそれがありま

す。 

③ 政治・経済環境の変化による影響について 

当社グループの売上は、主に日本国内での取引によるものであり、当社グループを取りまく政治・経済環境に

おいて、現時点では、当社グループ事業に悪影響を与えるような環境の変化は存在しないと考えております。た

だし、政治・経済環境の変化による当社グループ事業及び投資先企業への影響の可能性について専門家の意見書

は得ていません。今後、当社グループ及び当社投資先企業を取りまく政治・経済環境に大きな変化が生じ、もし

くは戦争や事故・災害等不測の事態が生じた場合、当社グループの経営成績に重大な影響を及ぼすおそれがあり

ます。また、インターネットが普及した現在の事業環境においては、政府機関等による制度変更等の影響のほ

か、第三者による事実の裏付けの無い風説の流布や消費者の心理的変化による影響についても、その影響を無視

できない可能性があります。当社グループにおいては、ホームページ等を通じ、業績や事業環境に関する当社グ

ループの見解について、即時開示が可能な体制を整備しておりますが、全てのリスクを回避できる保証はありま

せん。今後、制度変更等によらない、消費者心理の変化等によって、当社を取りまく事業環境に急激かつ大きな

変化が生じた場合、また、その影響が長引いた場合、当社グループの経営成績に重大な影響を及ぼすおそれがあ

ります。また、当社投資事業においては、投資先企業の現在価値と将来性の評価について随時見直しを行ってお

り、将来的に当社グループ事業に悪影響を与える可能性の高い投資先については、株式の処分や評価損の計上等

事前に影響を抑制するための対策を講じておりますが、全てのリスクを回避できる保証はありません。今後、市

場や政治環境、消費者心理の変化等によって、投資先企業を取りまく事業環境に急激かつ大きな変化が生じた場

合、当社グループの経営成績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

④ 海外子会社に対する環境変化による影響について 

当社グループは、平成17年８月にベトナム法人であるDELIVERY VIETNAM CO., LTD.を設立、平成18年７月にタ

イ法人であるDELIVERY THAI CO., LTD.を設立、それぞれ連結子会社としております。現時点において、海外子会

社の所在地における(法令制度あるいは取引慣行や諸規制の変化を含む)政治・経済環境の変化において、当社グ

ループ事業に悪影響を与えるような環境の変化は存在しないと考えております。また、現時点で当社グループ全

体の業績に対する海外子会社の影響は極めて限定されており、海外子会社の業績が当社グループ全体の業績に与

える影響は限定的なものと想定しております。ただし、政治・経済環境の変化による海外子会社への影響の可能

性について専門家の意見書は得ていません。海外子会社に関する全てのリスクが限定的な範囲に収まる保証はあ

りません。今後、海外子会社を取りまく政治・経済環境に大きな変化が生じ、もしくは不測の事態が生じた場

合、当社グループの経営成績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。さらに、為替変動により収益が増減する

可能性があります。 



  

(3) 事業展開に伴うリスクについて 

① 人材獲得のリスク 

当社グループは、各従業員が当社グループの事業に関する各分野のエキスパートとして少数精鋭のプロ集団を

構成しており、業務拡大に伴い人的組織の拡大が必要になります。当社グループは、社内イントラネットによる

情報及び作業成果物の共有化を進め、ノウハウを人材でなく共有可能なデータ資産として社内に蓄積する等の措

置を講じるとともに、優秀な人材を確保するために、ストックオプション制度等による報酬プログラム等成功報

酬型の報酬体系を用意し、また、人材紹介サービスの活用や人材供給元となるパートナー企業との連携強化等に

より必要な人材の確保を進めてゆく方針であります。しかしながら、必要とする人材を十分かつ適時に確保でき

る保証はありません。適格な人材が採用できなかった場合、もしくは重要な人材の流出が発生した場合には、当

社グループの事業拡大に制約を受け、当社グループの経営成績その他に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

② 新規顧客開拓に伴うリスクについて 

当社グループは、これまで、株主及び当社役員・従業員の幅広い人的ネットワークにより、顧客企業の獲得に

成功してまいりました。しかしながら、今後の組織拡大と、事業の拡大においては、広告宣伝の活用や、外部企

業もしくは企業グループ等との戦略的提携等を通じた顧客獲得が必要になる可能性があります。これらに必要な

コスト及び投資負担が収益を圧迫し、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

③ Ｍ＆Ａ及び資本構成・組織形態の変更に伴うリスクについて 

当社グループは、当社グループのバリュー向上を目的として、積極的に新たなサービス分野への展開を進める

とともに、当社グループの提供するソリューション及びその他サービスの多様化を進めてゆく方針です。事業拡

大の過程において、当社グループは、他社との提携やＭ＆Ａ等により他社への出資を行ったり、あるいは当社グ

ループの資本構成を変更したり、子会社・関連会社の設立等により組織形態の変更を行う可能性があります。こ

のような意思決定の際には、事業リスクを含めメリット・デメリットにつき広く分析を行い、総合的に的確な判

断を行うよう努めてまいります。しかし、全ての施策が、予定通りの成果をあげる保証はありません。投資先の

業績悪化や為替レートの変動等によって有価証券の評価損が発生し、あるいは子会社の業績不振等により連結決

算へ影響が生じる可能性があります。このような場合に、当社グループの業績に悪影響を与える可能性がありま

す。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 提出会社 

  

(注) １ (自動継続)の表記がある契約については、当初の契約期間が満了している契約についても自動延長・更新規定が１年毎に

適用されているため、契約の効力が存続しております。 

２ 対価として一定料率のロイヤリティを支払っております。 

  

(2) 連結子会社 

該当事項は、ありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度の研究開発活動は、システムコンサルティング事業における次期主力製品及びサービスの開発を行

いました。 

当社グループでは、製造原価に含まれる研究開発に係る経費を全て研究開発費と認識し、全額期間費用として処理

しております。当連結会計年度における研究開発費の総額は、13,300千円であります。 

  

相手先 契約の名称 契約の内容 契約期間(注) 

株式会社 

ＮＴＴドコモ 

ｉモード情報サービ

ス提供者契約書 

当社がｉモードで公認情報サービスを提供す

るための基本契約 

平成12年７月17日から 

平成13年３月31日まで 

(自動継続) 

ｉモードサービスに

関する料金収納代行

回収契約書 

当社がｉモードで提供する情報サービスの利

用料をＮＴＴドコモが当社に代わって利用者

より回収するための契約 

※平成13年10月以降FOMAにおけるiモード情報

サービスについても対象とするよう一部修正

合意済み 

ソフトバンクモバ

イル株式会社 

コンテンツ提供に 

関する基本契約書 

ソフトバンクモバイルの携帯電話向けに情報サ

ービスを提供するための基本契約 
平成13年９月１日から 

平成14年３月31日まで 

(自動継続) 債権譲渡契約書 

当社がソフトバンクモバイルの携帯電話向けに

提供する情報サービスの利用料をソフトバンク

モバイルが当社に代わって利用者より回収する

ための契約 

ＫＤＤＩ株式会社 
コンテンツ提供に 

関する契約書 

ＫＤＤＩグループ各社の提供するEZweb対応携帯

電話向けに情報サービスを提供するための基本

契約 

平成13年11月１日から 

平成14年10月31日まで 

(自動継続) 

ＫＤＤＩ株式会社

及びそのグループ

会社４社 

情報料回収代行サービ

スに関する契約書 

当社がＫＤＤＩグループ各社の携帯電話向けに

提供する情報サービスの利用料を、ＫＤＤＩグ

ループ各社が当社に代わって利用者より回収す

るための契約 

平成13年11月１日から 

平成14年10月31日まで 

(自動継続) 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成19年10月31日)現在において当社グループが判断し

たものであります。 

  

(1) 財政状態の分析 

① 資産 

資産の総額は、2,137,340千円(前連結会計年度比8.4％増)であります。 

流動資産は総資産の63.0％に相当する1,346,813千円(前連結会計年度比1.2％減)となっております。このう

ち、現金及び現金同等物が875,853千円(前連結会計年度比11.1％減)を占めております。現金及び現金同等物の内

訳は、現金及び預金が619,916千円、有価証券が110,569千円、預け金が145,367千円となっております。また、売

掛金の残高は、397,245千円(前連結会計年度比26.9％増)となっております。この増加は、売上高が前連結会計年

度に比べ27.9％増加したことによるものです。 

固定資産は、総資産の37.0％に相当する790,526千円(前連結会計年度比29.7％増)であります。有形固定資産

は、総資産の2.6％に相当する54,893千円(前連結会計年度比29.9％増)、無形固定資産は、総資産の3.4％に相当

する72,137千円(前連結会計年度比50.8％増)であり、いずれも僅少な割合となっております。なお、システムコ

ンサルティング事業に関わるシステム開発・運用関連案件やコンテンツ事業に関わる携帯電話向けコンテンツ配

信サイトを取得したため、のれんが、当期新たに、45,063千円発生しております。 

投資その他の資産は、総資産の31.0％に相当する663,495千円(前連結会計年度比27.8％増)であります。投資有

価証券のうち491,128千円は時価を有しております。また、長期滞留債権として137,789千円が計上されています

が、ほぼ全額に相当する136,937千円について貸倒引当金が設定済みであるため、貸倒れの確定による多額の追加

損失発生の恐れはありません。なお、当連結会計年度に新たに保険を契約したため、前連結会計年度には計上さ

れていなかった保険積立金が、101,313千円計上されております。 

② 負債 

負債の総額は、279,468千円であり、負債・純資産合計の13.1％に相当します。 

流動負債は、負債・純資産合計の13.0％に相当する278,714千円(前連結会計年度比20.5％増)となっており、負

債の大部分を占めます。 

固定負債は、負債・純資産合計の0.1％に相当する754千円(前連結会計年度は未計上)となっております。これ

は、連結子会社DELIVERY VIETNAM CO., LTD.において、ベトナム社会主義共和国の国内法に基づいた退職給付制

度による退職給付引当金を計上したことによるもので、当社グループ全体に与える影響は、軽微であります。 

当社グループは、金融機関からの借入等、一切の有利子負債がなく、資金は全て自己資金にてまかなっており

ます。また、流動比率は、481.9％という高い数値を示しております。 

③ 純資産 

純資産の総額は、1,857,871千円(前連結会計年度比6.7％増)であり、自己資本比率は、85.3％と高い水準を維

持しております。 

当連結会計年度中に過年度発行済みの新株予約権及び新株引受権の行使により、資本金が37,020千円、資本準

備金が37,744千円それぞれ増加しております。 

  

(2) 経営成績の分析 

① 概略 

「１業績等の概要、(1)業績」に記載の通りであります。 

② 営業損益 

当連結会計年度の営業損益において、売上高は、1,686,771千円(前連結会計年度比27.9％増)、売上原価は、



1,386,115千円(前連結会計年度比30.1％増)、販売費及び一般管理費は、380,965千円(前連結会計年度比30.8％

増)となり、差引80,309千円の営業損失(前連結会計年度は、37,618千円の営業損失)を計上しております。 

販売費及び一般管理費に広告宣伝費を50,939千円計上しておりますが、これは主として、コンテンツ事業に関

わる携帯電話向けコンテンツ配信サイトの会員獲得のための費用であります。 

③ 営業外損益 

当連結会計年度の営業外損益については、営業外収益を127,401千円(前連結会計年度比146.2％増)、営業外費

用を2,881千円(前連結会計年度比45.0％減)計上し、差引124,520千円の利益(前連結会計年度比167.7％増)を計上

しております。 

特に、保有する投資有価証券の一部を売却した際に生じた投資有価証券売却益118,180千円を営業外収益に計上

しております。 

④ 特別損益 

当連結会計年度の特別損益については、特別利益を1,683千円(前連結会計年度は、46千円)、特別損失を10,879

千円(前連結会計年度比46.7％減)計上し、差引9,195千円の損失(前連結会計年度は、20,366千円の損失)を計上し

ております。 

特に、非上場株式について行った減損処理による投資有価証券評価損10,000千円を特別損失に計上しておりま

す。 

⑤ その他 

法人税、住民税及び事業税7,624千円(前連結会計年度比184.4％増)を計上しております。 

また、当期新たに繰延税金資産(固定の部)に15,984千円の評価性引当金を計上したため、法人税等調整額の計

上額が増加しております。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

当連結会計年度は、自己資金により所要資金を賄いました。 

詳細については、「１業績等の概要、(2)キャッシュ・フローの状況」に記載の通りであります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における有形固定資産・無形固定資産を併せた設備投資の総額は、80,485千円であります。 

事業の種類別セグメントの設備投資について示すと、次の通りであります。 

  

(1) サービス開発事業 

当連結会計年度は、主に開発用ハードウェアを中心とする総額515千円の投資を実施しました。 

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。 

  

(2) コンテンツ事業 

当連結会計年度は、主に有料コンテンツ配信サービス運営のためのハードウェア及び携帯電話向けコンテンツ配

信サイト取得に関するのれんを中心とする総額16,155千円の投資を実施しました。 

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。 

  

(3) システムコンサルティング事業 

当連結会計年度は、主に開発及び保守作業用ハードウェア及び人材採用支援システム並びにシステム開発・運用

案件に関するのれんを中心とする総額58,913千円の投資を実施しました。 

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。 

  

(4) 全社共通 

当連結会計年度は、主に事務所の改装や事務用ハードウェア・ソフトウェアを中心とする総額4,900千円の投資を

実施しました。 

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(注) １ 本社事務所は全て賃借しており、当期の賃借料は、35,049千円であります。なお、上記の建物の内訳は、主として造作等

であります。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 帳簿価額のうち「その他」は、のれん、特許権、商標権、ソフトウェア及び電話加入権であります。 

４ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 国内子会社 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、のれん、商標権、ソフトウェア及び専用実施権であります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(3) 在外子会社 

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、ソフトウェアであります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

平成19年７月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 

建物及び構
築物 

車両
運搬具 

器具備品 その他 合計 

本社 
(東京都港区) 

サービス開発事業 
開 発 及 び
業 務 運 営
用設備 

― ― 807 207 1,015 
11
( 2)

本社 
(東京都港区) 

コンテンツ事業 
開 発 及 び
業 務 運 営
用設備 

― ― 13,835 17,669 31,504 
14
(―)

本社 
(東京都港区) 

システムコンサル
ティング事業 

開 発 及 び
業 務 運 営
用設備 

― ― 2,737 1,806 4,543 
8

( 0)

本社 
(東京都港区) 

消去又は全社 
統 括 業 務
施設 

6,484 237 4,910 832 12,464 
10
(―)

平成19年７月31日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容
帳簿価額(千円) 従業員

数 
(名) 

建物及び
構築物 

車両
運搬具 

器具備品 その他 合計 

スタートメデ
ィアジャパン
株式会社 

本社 
(東京都港区) 

コンテンツ
事業及びシ
ステムコン
サルティン
グ事業 

開発及び業務
運営用設備 

― ― 2,845 4,846 7,691 
―
(―)

株式会社デリ
バリー 

本社 
(東京都港区) 

システムコ
ンサルティ
ング事業 

開発及び業務
運営用設備 

1,140 2,193 8,137 36,973 48,444 
46
( 0)

平成19年７月31日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容
帳簿価額(千円) 従業員

数 
(名) 

建物及び
構築物 

車両
運搬具 

器具備品 その他 合計 

DELIVERY 
VIETNAM CO., 
LTD. 

本社 
(Ho Chi Minh 
 Vietnam) 

システムコ
ンサルティ
ング事業 

開発及び業務
運営用設備 

― ― 5,501 82 5,584 
49

(―) 

DELIVERY THAI 
CO., LTD. 

本社 
(Bangkok 
 Thailand) 

システムコ
ンサルティ
ング事業 

開発及び業務
運営用設備 

― 3,098 2,965 437 6,501 
16

(―) 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成19年10月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使(旧転換社債等の権

利行使を含む。) により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

(第３回新株予約権) 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 300,000

計 300,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年７月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年10月31日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 97,215 97,215
東京証券取引所
(マザーズ) 

株主としての権利内容に制限
のない標準となる株式 

計 97,215 97,215 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成15年12月１日) 

  
事業年度末現在

(平成19年７月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年９月30日) 

新株予約権の数(個)       71 (注) ２,４    67 (注) ２,４ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)       213 (注) ４,７    201 (注) ４,７ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 36,667 (注) ３,７ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年11月４日～
平成25年10月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 36,667
資本組入額 18,334 (注) ７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

― ― 



(第４回新株予約権) 

  

  

(第５回新株予約権) 

  

  

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成15年12月１日) 

  
事業年度末現在

(平成19年７月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年９月30日) 

新株予約権の数(個)       184 (注) ２,４ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)       552 (注) ４,７ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 36,667 (注) ３,７ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年11月４日～
平成25年10月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 36,667
資本組入額 18,334 (注) ７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

― ― 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成16年３月２日) 

  
事業年度末現在

(平成19年７月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年９月30日) 

新株予約権の数(個)     30 (注) ２ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)     90 (注) ７ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 89,000 (注) ３,７ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年11月４日～
平成25年10月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 89,000
資本組入額 44,500 (注) ７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

― ― 



(第６回新株予約権) 

  

  

(第７回新株予約権) 

  

  

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成16年６月16日) 

  
事業年度末現在

(平成19年７月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年９月30日) 

新株予約権の数(個)       45 (注) ２,４ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)       135 (注) ４,７ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり290,667 (注) ３,７ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年11月４日～
平成25年10月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 290,667
資本組入額 145,334 (注) ７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

― ― 

株主総会の特別決議日(平成16年10月26日)・取締役会決議日(平成16年11月12日) 

  
事業年度末現在

(平成19年７月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年９月30日) 

新株予約権の数(個)       815 (注) １,４      792 (注) １,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)    815 (注) ４     792 (注) ４ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 217,000 (注) ３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年11月２日～
平成26年10月24日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 217,000
資本組入額 108,500  

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

― ― 



(第８回新株予約権) 

  

(注) １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は１株であります。ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、本新株

予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとしま

す。 

２ 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は３株であります。ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、本新株

予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとしま

す。 

３ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数はこれを切り上げるものとします。 

また、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使及び平成14年４月１日改正前商

法に定める新株引受権証券に基づく新株引受権の行使により新株式を発行又は自己株式を移転する場合を除く。) は、次

の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとします。 

４ 新株予約権の数は、定時株主総会決議における新株予約権の発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した者の新

株予約権の数を減じております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数も減じております。 

５ 新株予約権の行使の条件は、次の通りであります。 

(1) 対象者は、新株予約権の行使時においても当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社員

又は派遣社員であることを要し、当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社員又は派遣

社員の地位を喪失した場合には、未行使の新株予約権を行使できないものとします。ただし、対象者がその地位を喪

失後、引き続き当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社員又は派遣社員の地位を取得

した場合には、新株予約権の行使が可能であるものとします。 

(2) 新株予約権の質入その他の処分及び相続は認めないものとします。 

(3) その他の権利行使の条件等は、「新株予約権割当契約」に定めるところによります。 

６ 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するものとします。 

７ 平成16年９月17日をもって株式の分割(１：３)を行ったことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行

価格及び資本組入額がそれぞれ調整されております。 

  

株主総会の特別決議日(平成16年10月26日)・取締役会決議日(平成17年９月20日) 

  
事業年度末現在

(平成19年７月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年９月30日) 

新株予約権の数(個)      319 (注) １,４ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)   319 (注) ４ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 205,000 (注) ３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年11月２日～
平成26年10月24日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 205,000
資本組入額 102,500  

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

― ― 

調整後株式数  ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

調整後株式数  ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 新株式発行前の時価 

        既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項は、ありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) １ 平成15年８月１日～平成16年７月31日  第１回乃至第３回無担保新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加 

増加株式数        202株 

発行価額        250,000円 

資本組入額       125,000円 

２ 平成16年９月17日 普通株式１株を３株に株式分割 

３ 平成16年８月１日～平成17年７月31日  第１回及び第２回無担保新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加 

増加株式数       1,920株 

発行価額       83,333.3円 

資本組入額        41,667円 

平成16年８月１日～平成17年７月31日  第３回新株予約権の権利行使による増加 

増加株式数        207株 

発行価額         36,667円 

資本組入額        18,334円 

４ 平成17年８月１日～平成18年７月31日  第２回無担保新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加 

増加株式数       1,926株 

発行価額       83,333.3円 

資本組入額        41,667円 

平成17年８月１日～平成18年７月31日  第４回新株予約権の権利行使による増加 

増加株式数        480株 

発行価額         36,667円 

資本組入額        18,334円 

５ 平成18年８月１日～平成19年７月31日  第３回無担保新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加 

増加株式数        870株 

発行価額       83,333.3円 

資本組入額        41,667円 

平成18年８月１日～平成19年７月31日  第４回新株予約権の権利行使による増加 

増加株式数        42株 

発行価額         36,667円 

資本組入額        18,334円 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成15年８月１日～ 
平成16年７月31日 
(注) １ 

202 30,590 25,250 605,095 25,755 734,410 

平成16年９月17日 
(注) ２ 

61,180 91,770 ― 605,095 ― 734,410 

平成16年８月１日～ 
平成17年７月31日 
(注) ３ 

2,127 93,897 83,795 688,890 85,394 819,804 

平成17年８月１日～ 
平成18年７月31日 
(注) ４ 

2,406 96,303 89,050 777,941 90,654 910,458 

平成18年８月１日～ 
平成19年７月31日 
(注) ５ 

912 97,215 37,020 814,962 37,744 948,203 



(5) 【所有者別状況】 
平成19年７月31日現在 

(注) 自己株式233株は、「個人その他」に含めて記載しております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年７月31日現在 

  

区分 

株式の状況

政府及び地
方公共団体 

金融機関
金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等
個人 
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 3 19 59 22 10 7,103 7,216

所有株式数 
(株) 

― 825 2,291 5,605 2,917 10,693 74,884 97,215

所有株式数 
の割合(％) 

― 0.85 2.36 5.76 3.00 11.00 77.03 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

西 尾 直 紀 東京都港区 32,482 33.41

根 津 康 洋 東京都三鷹市 6,840 7.04

バンダイネットワークス株式会社 東京都港区東新橋一丁目６番１号 2,895 2.98

東映アニメーション株式会社 東京都練馬区東大泉二丁目10番５号 1,440 1.48

松 田 進 也 東京都練馬区 1,196 1.23

前 田 英 仁 東京都港区 1,125 1.16

江 口 郁 子 東京都品川区 1,024 1.05

池 田 礁 一 東京都渋谷区 830 0.85

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 601 0.62

バンク オブ ニューヨーク ジー
シーエム クライアント アカウン
ツ イー アイエスジー 

東京都千代田区丸の内二丁目７番１号
常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行決
済事業部 

576 0.59

計 ― 49,009 50.41



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年７月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成19年７月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 233 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 96,982 96,982
株主としての権利内容に制限のな
い標準となる株式 

発行済株式総数 97,215 ― ― 

総株主の議決権 ― 96,982 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社メディアシーク 

東京都港区麻布台二丁目
３番５号 

233 ― 233 0.24 

計 ― 233 ― 233 0.24 



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13

年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方式によるものであります。 

当該制度の内容は、次の通りであります。 

(a) 平成15年10月28日定時株主総会決議 

(注) 平成16年９月17日をもって株式の分割(１：３)を行ったことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数が調整されておりま

す。 

  

(b) 平成16年10月26日定時株主総会決議 

  

決議年月日 平成15年10月28日

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役３名
当社監査役３名 
当社使用人38名 
当社業務委託契約社員２名 
子会社スタートメディアジャパン株式会社の取締役２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 2,070株を上限とする。(注)

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 なし 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 

なし 

決議年月日 平成16年10月26日

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役６名
当社使用人30名 
子会社株式会社デリバリーの取締役２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 1,500株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 なし 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 

なし 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

なお、当社は会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を取得することができる旨を

定款に定めております。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

  

３ 【配当政策】 

当社は、経営基盤の一層の強化とバーコードリーダー・ソフトウェアの海外市場への展開等に備え、内部留保を

現時点での基本方針とするとともに、実質的な株式価値の増大を目指す所存であります。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

利益還元については、重要な経営課題として認識しており、可能な限り早期に実施できるよう努めてまいる所存

であります。 

なお、当社は、取締役会決議により、毎年１月31日を基準日として会社法第454条第５項の規定による中間配当が

できる旨を定款に定めております。 

  

【株式の種類等】 普通株式 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の
総額(千円) 

株式数(株)
処分価額の 
総額(千円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

保有自己株式数 233 ― 233 ― 



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

  

５ 【役員の状況】 

  

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成15年７月 平成16年７月 平成17年７月 平成18年７月 平成19年７月 

最高(円) 163,000 
1,410,000 
※352,000 

397,000 260,000 142,000 

最低(円) 34,600 
87,000 

※289,000 
185,000 52,500 36,800 

月別 
平成19年 
２月 

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高(円) 104,000 94,900 68,400 55,500 59,500 69,800

最低(円) 85,700 64,900 45,000 36,800 43,250 50,200

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

代表取締役 社長 西 尾 直 紀 昭和40年11月１日生

平成３年４月 アンダーセンコンサルティ
ング入社 

(注) ２ 32,482
平成８年９月 アンダーセンコンサルティ

ング株式会社(現アクセンチ
ュア株式会社)へ転籍 

平成12年３月 当社設立
代表取締役社長(現任) 

取締役 業務管理部
長 根 津 康 洋 昭和42年９月７日生

平成４年６月 アンダーセンコンサルティ
ング入社 

(注) ２ 6,840

平成10年９月 アンダーセンコンサルティ
ング株式会社(現アクセンチ
ュア株式会社)へ転籍 

平成12年３月 当社設立
取締役(現任) 

平成12年９月 当社業務管理部長(現任)

取締役 事業開発部
長 江 口 郁 子 昭和44年１月４日生

平成３年４月 清水建設株式会社入社

(注) ２ 1,024

平成５年８月 横浜市市議会議員選挙対策
事務所勤務 

平成９年４月 株式会社ユニバーサル・プ
ランニング設立 
代表取締役 

平成12年３月 当社設立
取締役(現任) 

平成13年９月 当社メディアイノベーショ
ン事業部長 

平成14年９月 当社事業開発部長(現任)

取締役 

システムコ
ンサルティ
ング事業部

長 

大 歳 始 昭和49年12月６日生

平成11年３月 アンダーセンコンサルティ
ング入社 

(注) ２ 90

平成12年３月 株式会社ビービット入社
平成12年７月 当社入社
平成16年１月 当社システムコンサルティ

ング事業部長(現任)及び執
行役員 

平成16年10月 当社取締役(現任)



  

(注) １ 監査役 根木美和、鈴木敏正、井出孝夫の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成18年７月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年７月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

３ 取締役の任期は、平成19年７月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年７月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

４ 監査役の任期は、平成19年７月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年７月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

取締役 技術統括 松 田 進 也 昭和46年９月４日生

平成８年４月 アンダーセンコンサルティ
ング入社 

(注) ２ 1,196
平成12年３月 当社入社
平成16年１月 当社技術統括(現任)及び執

行役員 
平成16年10月 当社取締役(現任)

取締役 サービス開
発事業部長 上 田 耕 嗣 昭和43年９月８日生

平成３年５月 アンダーセンコンサルティ
ング入社 

(注) ３ ―

平成９年９月 アンダーセンコンサルティ
ング株式会社(現アクセンチ
ュア株式会社)へ転籍 

平成13年８月 当社入社
平成17年１月 当社執行役員
平成18年10月 当社サービス開発事業部長

(現任) 
平成19年10月 当社取締役(現任)

取締役 コンテンツ
事業部長 戸 次 邦 仁 昭和46年11月14日生

平成９年５月 アンダーセンコンサルティ
ング入社 

(注) ３ 105

平成12年１月 株式会社光通信入社
平成12年９月 当社入社
平成16年１月 当社コンテンツ事業部長(現

任) 
平成17年１月 当社執行役員
平成19年10月 当社取締役(現任)

常勤監査役   根 木 美 和 昭和19年１月１日生

昭和37年11月 警視庁警察官採用

(注) ４ ―

平成９年２月 府中警察署長
平成12年２月 警視庁警衛課長
平成12年３月 警視正
平成14年２月 第二方面本部長
平成15年３月 警視長
平成15年４月 株式会社うかい常勤監査役
平成19年10月 当社常勤監査役(現任)

監査役   鈴 木 敏 正 昭和29年３月24日生

昭和51年４月 日本ケミファ株式会社入社

(注) ４ ―

昭和52年７月 上西公認会計士事務所入所
昭和55年11月 アーサーアンダーセン日本

事務所入所 
平成元年９月 アンダーセンコンサルティ

ングへ転籍 
平成４年９月 同パートナー
平成７年12月 アンダーセンコンサルティ

ング株式会社(現アクセンチ
ュア株式会社)取締役 

平成14年６月
  

イー・ビー・ソリューショ
ンズ株式会社 取締役 

平成14年10月 当社監査役(現任)

監査役   井 出 孝 夫 昭和16年８月31日生

昭和35年５月 警視庁警察官採用

(注) ４ ―

昭和55年３月 警部
平成４年３月 警視
平成12年３月 第三機動捜査隊長
平成12年９月 警視正
平成12年10月 当社常勤監査役
平成17年６月 株式会社ダイヤモンドダイ

ニング社外監査役(現任) 
平成19年10月 当社監査役(現任)

計 41,737



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

変化のスピードが極めて速いモバイルインターネット業界においては、正確な情報と的確な状況分析に基づく迅

速な経営判断が不可欠であります。同時に、経営の透明性確保の観点から経営チェック機能の充実が重要と認識し

ております。このため当社では、社長を含む全取締役に社内主要部門の責任者を加えたメンバーで構成される経営

会議(必要に応じて子会社の取締役を参加させる場合があります)を原則として週１回のペースで開催し、さらに、

グループウェアを活用した情報共有等迅速な意思決定のための体制を整備しております。社長を含む全取締役は、

経営会議を通じて業務執行状況の監視・監督を行うほか、利益計画の進捗状況等情報の共有化とコンプライアンス

の徹底を図り、経営判断に反映させております。 

今後、業務執行状況の監視・監督のための機関として取締役会及び監査役会の一層の機能強化を通じて、コーポ

レート・ガバナンスの充実と徹底を進めてゆきます。また、インターネットでの情報提供等を通じて、より充実し

たタイムリーディスクロージャーの実現を進めてゆく方針です。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 
① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

・監査役制度を採用しております。 

・社長及び取締役会は、経営会議を通じ業務執行状況の監視・監督を行っております。 

・当社は、平成19年７月31日現在、取締役５名、監査役３名、従業員43名と組織が小さく、内部監査担当部署を設

置するまでに至っておりませんが、組織が拡大し業務が複雑化した際には、当該部署の設置も必要になり得るこ

とを重要な検討課題として認識しております。 

・弁護士には、経営上・法律上の判断が必要な際に随時確認を行い、経営判断に反映させております。 

・当社は、会社法に基づく会計監査及び旧証券取引法に基づく会計監査を中間決算及び期末決算において受けてお

り、第１四半期及び第３四半期についても監査法人によるレビューを受けておりますので、コーポレート・ガバ

ナンスに大きな役割を果たしております。 

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 

当社では、社外取締役を選任しておりませんが、社外監査役を３名選出しております。社外監査役及びその近

親者並びにそれらが取締役に就任する会社との人事、資金、技術及び取引等の関係は、必要最低限度にとどめて



おります。 

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

社長を含む全取締役に社内主要部門の責任者を加えたメンバーで構成される経営会議を原則として週１回のペ

ースで開催し、利益計画の進捗状況等情報の共有化とコンプライアンスの徹底を図り、経営判断に反映させてお

ります。 

  

(3) 役員報酬に関する内容 

当社の役員に対する報酬の内容は、次の通りであります。 

  

(注) １ 上記の支払以外に、使用人兼務取締役の使用人給与相当額39,999千円があります。 

２ 社外監査役３名のうち、２名は無報酬でありますので、上記には含めておりません。 

  

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、12,000千円であります。な

お、公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬は、ありません。 

  

(5) 会計監査の状況 

① 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

加藤善孝(優成監査法人 継続関与年数４年) 

本間洋一(優成監査法人 継続関与年数３年) 

② 監査業務に係る補助者の構成 

会計士補 ５名 

その他  １名 

  

区分 
社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計 

支給人員 
(名) 

支給額 
(千円) 

支給人員 
(名) 

支給額
(千円) 

支給人員
(名) 

支給額
(千円) 

支給人員
(名) 

支給額
(千円) 

支給人員 
(名) 

支給額
(千円) 

定款又は株
主総会決議
に基づく報
酬 

5 41,890 ― ― ― ― 1 6,600 6 48,490 

計 5 41,890 ― ― ― ― 1 6,600 6 48,490 



(6) 取締役の定数 

当社の取締役は、10名以内とする旨を定款に定めております。 

  

(7) 取締役選任の決議要件 

当社の取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議については、累積投票に

よらないものとする旨を定款に定めております。 

  

(8) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

① 自己株式の取得 

当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨を定款で定めております。 

これは、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的とするものでありま

す。 

② 中間配当 

当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって、毎年１月31日を基準日として、中間

配当ができる旨を定款に定めております。 

これは、株主への機動的な利益還元を目的とするものであります。 

  

(9) 取締役の責任免除 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項に規定する取締役(取締

役であった者を含む。) の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めております。 

また、会社法第427条第１項に規定する社外取締役との間に、同法第423条第１項に規定する社外取締役の損害賠

償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。当該契約に基づく賠償責任の限度額

は、法令が規定する額としております。 

これらは、取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を

整備することを目的とするものであります。 

  

(10) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することのできる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。 

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年８月１日から平成18年７月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年８月１日から平成19年７月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年８月１日から平成18年７月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年８月１日から平成19年７月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年８月１日から平成18年７月31日まで)

及び前事業年度(平成17年８月１日から平成18年７月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年８月１日から平成19年

７月31日まで)及び当事業年度(平成18年８月１日から平成19年７月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、

優成監査法人の監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年７月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   875,586 619,916  

２ 売掛金   313,008 397,245  

３ 有価証券   109,840 110,569  

４ 預け金   ― 145,367  

５ たな卸資産   24,627 48,165  

６ 未収法人税等   20,825 ―  

７ 繰延税金資産   2,509 2,122  

８ その他   18,957 26,556  

  貸倒引当金   △2,422 △3,130  

流動資産合計   1,362,933 69.1 1,346,813 63.0

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1)建物及び構築物 18,023 19,292    

減価償却累計額 10,370 7,652 11,667 7,624  

(2)車両運搬具 13,745 17,006    

減価償却累計額 10,175 3,569 11,476 5,529  

(3)器具備品 111,489 139,882    

減価償却累計額 80,441 31,048 98,141 41,740  

有形固定資産合計   42,270 2.1 54,893 2.6

２ 無形固定資産      

(1)のれん   ― 61,289  

(2)営業権   14,750 ―  

(3)連結調整勘定   12,376 ―  

(4)その他   20,724 10,847  

無形固定資産合計   47,851 2.4 72,137 3.4

３ 投資その他の資産      

(1)投資有価証券   423,387 501,128  

(2)長期滞留債権   148,639 137,789  

(3)繰延税金資産   69,170 31,224  

(4)保険積立金   ― 101,313  

(5)その他   25,930 28,976  

  貸倒引当金   △147,787 △136,937  

投資その他の資産合計   519,341 26.4 663,495 31.0

固定資産合計   609,462 30.9 790,526 37.0

資産合計   1,972,396 100.0 2,137,340 100.0



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年７月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 買掛金   169,693 183,319  

２ 未払法人税等   255 10,326  

３ 繰延税金負債   27 ―  

４ その他   61,413 85,068  

流動負債合計   231,389 11.7 278,714 13.0

Ⅱ 固定負債      

１ 退職給付引当金   ― 754  

固定負債合計   ― ― 754 0.1

負債合計   231,389 11.7 279,468 13.1

       

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   777,941 39.4 814,962 38.1

２ 資本剰余金   910,458 46.2 948,203 44.4

３ 利益剰余金   57,858 2.9 69,068 3.2

４ 自己株式   △39,678 △2.0 △39,678 △1.8

株主資本合計   1,706,581 86.5 1,792,555 83.9

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価差額
金 

  △2,138 △0.1 28,636 1.3

２ 為替換算調整勘定   197 0.0 1,630 0.1

評価・換算差額等合計   △1,940 △0.1 30,267 1.4

Ⅲ 新株予約権      

１ 新株引受権   1,700 0.1 ― ―

新株予約権合計   1,700 0.1 ― ―

Ⅳ 少数株主持分   34,667 1.8 35,048 1.6

純資産合計   1,741,007 88.3 1,857,871 86.9

負債・純資産合計   1,972,396 100.0 2,137,340 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   1,319,020 100.0 1,686,771 100.0

Ⅱ 売上原価 ※４   1,065,481 80.8 1,386,115 82.2

売上総利益     253,538 19.2 300,655 17.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 役員報酬   62,488 60,322    

２ 給与   63,580 91,231    

３ 支払手数料   53,931 50,437    

４ 広告宣伝費   ― 50,939    

５ 貸倒引当金繰入額   2,254 2,874    

６ その他   108,902 291,156 22.1 125,159 380,965 22.6

営業損失     37,618 △2.9 80,309 △4.8

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息   1,283 6,236    

２ 受取配当金   1,182 1,443    

３ 投資有価証券売却益   36,594 118,180    

４ 保険解約益   10,957 ―    

５ その他   1,736 51,755 3.9 1,541 127,401 7.6

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息   1,845 41    

２ 新株発行費   1,597 ―    

３ 株式交付費   ― 387    

４ 為替差損   880 2,300    

５ 事務所移転費   627 ―    

６ その他   283 5,234 0.3 151 2,881 0.2

経常利益     8,902 0.7 44,210 2.6

Ⅵ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ※１ 46 191    

２ 貸倒引当金戻入益   ― 516    

３ 新株予約権戻入益   ― 46 0.0 975 1,683 0.1

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産除却損 ※２ 847 64    

２ 固定資産売却損 ※３ 106 ―    

３ 商品評価損   859 ―    

４ 投資有価証券評価損   18,600 10,000    

５ その他   ― 20,413 1.6 814 10,879 0.6

税金等調整前当期純利益又
は税金等調整前当期純損失
(△) 

    △11,464 △0.9 35,014 2.1

法人税、住民税及び事業税   2,681 7,624    

法人税等調整額   11,558 14,239 1.1 17,192 24,816 1.5

少数株主利益(△)又は 
少数株主損失 

    △541 △0.0 1,011 0.1

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

    △26,245 △2.0 11,209 0.7



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

  

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年７月31日残高(千円) 688,890 819,804 84,104 ― 1,592,799

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 89,050 90,654 ― ― 179,705

当期純損失(△) ― ― △26,245 ― △26,245

自己株式の取得 ― ― ― △39,678 △39,678

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 89,050 90,654 △26,245 △39,678 113,781

平成18年７月31日残高(千円) 777,941 910,458 57,858 △39,678 1,706,581

  

評価・換算差額等 新株予約権

少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

新株引受権
新株予約権

合計 

平成17年７月31日残高(千円) 3,920 ― 3,920 3,305 3,305 13,955 1,613,980

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 ― ― ― ― ― ― 179,705

当期純損失(△) ― ― ― ― ― ― △26,245

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △39,678

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) △6,059 197 △5,861 △1,605 △1,605 20,711 13,244

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) △6,059 197 △5,861 △1,605 △1,605 20,711 127,026

平成18年７月31日残高(千円) △2,138 197 △1,940 1,700 1,700 34,667 1,741,007



当連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年７月31日残高(千円) 777,941 910,458 57,858 △39,678 1,706,581

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 37,020 37,744 ― ― 74,764

当期純利益 ― ― 11,209 ― 11,209

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 37,020 37,744 11,209 ― 85,974

平成19年７月31日残高(千円) 814,962 948,203 69,068 △39,678 1,792,555

  

評価・換算差額等 新株予約権

少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

新株引受権
新株予約権

合計 

平成18年７月31日残高(千円) △2,138 197 △1,940 1,700 1,700 34,667 1,741,007

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 ― ― ― ― ― ― 74,764

当期純利益 ― ― ― ― ― ― 11,209

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) 30,775 1,432 32,208 △1,700 △1,700 381 30,889

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 30,775 1,432 32,208 △1,700 △1,700 381 116,864

平成19年７月31日残高(千円) 28,636 1,630 30,267 ― ― 35,048 1,857,871



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益 △11,464 35,014 

２ 減価償却費 19,708 25,090 

３ 連結調整勘定償却額 3,094 ― 

４ のれん償却額 ― 10,900 

５ 貸倒引当金の増減(△)額 595 △10,141 

６ 受取利息及び配当金 △2,466 △7,680 

７ 支払利息 1,845 41 

８ 新株予約権戻入益 ― △975 

９ 投資有価証券売却益 △36,594 △118,180 

10 複合金融商品評価益 ― △1,326 

11 有価証券売却損 ― 76 

12 新株発行費 1,597 ― 

13 株式交付費 ― 387 

14 固定資産除却損 847 64 

15 固定資産売却益 △46 △191 

16 固定資産売却損 106 ― 

17 投資有価証券評価損 18,600 10,000 

18 保険解約益 △10,957 ― 

19 自己株式取得手数料 283 ― 

20 為替差損益(△) 643 3,222 

21 売上債権の増(△)減額 △20,611 △73,387 

22 たな卸資産の増(△)減額 △5,679 △23,538 

23 前渡金の増(△)減額 △1,565 756 

24 仕入債務の増減(△)額 58,543 13,583 

25 未払消費税等の増減(△)額 5,073 △520 

26 外形標準課税に係る未払事業税の増減(△)額 △2,844 2,707 

27 その他資産の増(△)減額 △4,237 4,782 

28 その他負債の増減(△)額 △4,692 37,669 

小計 9,778 △91,642 

29 利息及び配当金の受取額 2,466 7,680 

30 利息の支払額 △1,597 △41 

31 法人税等の還付額 ― 20,759 

32 法人税等の支払額 △62,414 △255 

営業活動によるキャッシュ・フロー △51,766 △63,499 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 有形固定資産の取得による支出 △18,620 △33,585 

２ 有形固定資産の売却による収入 136 ― 

３ 無形固定資産の取得による支出 △13,052 △66,626 

４ 無形固定資産の売却による収入 ― 1,449 

５ 投資有価証券の取得による支出 △426,308 △306,143 

６ 投資有価証券の売却による収入 394,921 389,720 

７ 敷金保証金の返還による収入 1,221 ― 

８ 敷金保証金の増加による支出 △4,734 △2,348 

９ 保険の解約による収入 76,111 ― 

10 保険の積立による支出 ― △101,313 

投資活動によるキャッシュ・フロー 9,675 △118,846 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 株式の発行による収入 176,868 73,652 

２ 株式の発行による支出 △366 ― 

３ 短期借入の返済による支出 △200,000 ― 

４ 自己株式の取得による支出 △39,961 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー △63,458 73,652 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △325 △1,141 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減(△)額 △105,875 △109,834 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,148 ― 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期首残高 1,090,415 985,688 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 985,688 875,853 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 ４社 

連結子会社の名称 

スタートメディアジャパン㈱ 

㈱デリバリー 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD. 

DELIVERY THAI CO., LTD. 

  

㈱デリバリーについては、当連結会計

年度中に第三者割当増資を引き受け、議

決権の50.7％を取得したため、連結の範

囲に含めております。 

DELIVERY  VIETNAM  CO.,  LTD.及 び

DELIVERY THAI CO., LTD.については、当

連結会計年度において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 ４社 

連結子会社の名称 

スタートメディアジャパン㈱ 

㈱デリバリー 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD. 

DELIVERY THAI CO., LTD. 

２ 持分法の適用に関する

事項 

該当する関連会社は、ありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項 

スタートメディアジャパン㈱及び㈱デ

リバリーの決算日は、連結決算日と一致

しております。 

なお、㈱デリバリーについては、当連

結会計年度より決算日を７月31日に変更

しております。 

  

決算日が連結決算日と異なる場合の内容

等 

㈱デリバリーは、連結財務諸表の作成

に当たり、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用しておりま

す。 

DELIVERY  VIETNAM  CO.,  LTD.及 び

DELIVERY THAI CO., LTD.の決算日は、６

月30日であります。連結財務諸表の作成

に当たっては、決算日現在の財務諸表を

使用しております。ただし、連結決算日

までの期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

スタートメディアジャパン㈱及び㈱デ

リバリーの決算日は、連結決算日と一致

しております。 

  

決算日が連結決算日と異なる場合の内容

等 

DELIVERY  VIETNAM  CO.,  LTD.及 び

DELIVERY THAI CO., LTD.の決算日は、６

月30日であります。連結財務諸表の作成

に当たっては、決算日現在の財務諸表を

使用しております。ただし、連結決算日

までの期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っておりま

す。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

４ 会計処理基準に関する

事項 

    

(1)重要な資産の評価基

準及び評価方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法 

(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平

均法により算定) 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法 

(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平

均法により算定) 

なお、組込デリバティブを区分

して測定することができない複合

金融商品は、全体を時価評価し、

評価差額を当連結会計年度の損益

に計上しております。ただし、全

体のリスクが高くないと判断した

複合金融商品の評価差額は、純資

産の部に計上しております。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ②たな卸資産 

ａ商品 

移動平均法による原価法 

ｂ仕掛品 

個別法による原価法 

②たな卸資産 

ａ商品 

同左 

ｂ仕掛品 

同左 

(2)重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

  

①有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数 

建物及び構築物 

８～15年 

器具備品 

４～８年 

ただし、建物(建物附属設備は除

く)は、定額法を採用しております。 

①有形固定資産 

同左 

    (会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人

税法と同一の減価償却の方法に変更して

おります。 
これにより、営業損失、経常利益及び

税金等調整前当期純利益に与える影響は

軽微であります。 
  ②無形固定資産 

定額法 

主な耐用年数 

専用実施権 ８年 

ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。 

②無形固定資産 

同左 

(3)重要な繰延資産の処

理方法 

①新株発行費 

支払時全額費用処理 

①株式交付費 

支払時全額費用処理 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

(4)重要な引当金の計上

基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

    

―――――――――――― 

②退職給付引当金 

在外連結子会社において、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

(5)重要なリース取引の

処理方法 

  

―――――――――――― 

在外連結子会社において、主として通

常の売買取引に準じた会計処理を行って

おります。 

(6)連結財務諸表の作成

の基礎となった連結

会社の財務諸表の作

成に当たって採用し

た重要な外貨建の資

産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、子

会社の決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めております。 

同左 

(7)その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

①消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に

関する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却し

ております。 

  

―――――――――――― 

７ のれん及び負ののれん

の償却に関する事項 

  

―――――――――――― 

のれんは、５年間で均等償却しており

ます。 

８ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到

来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期投資からなって

おります。 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

  

―――――――――――― 

(企業結合に係る会計基準等) 

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」(企

業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計

基準委員会 平成18年12月22日 企業会計基準適用指

針第10号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、ありません。 
連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示

に関する変更は、以下の通りであります。 
(連結貸借対照表) 

「連結調整勘定」及び「営業権」は、当連結会計

年度から「のれん」として表示しております。 
(連結キャッシュ・フロー計算書) 

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から

「のれん償却額」として表示しております。また、

営業権の償却額として「減価償却費」に含めていた

費用は、「のれん償却額」に含めて表示しておりま

す。 

  

―――――――――――― 

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 
当連結会計年度から、「繰延資産の会計処理に関す

る当面の取扱い」(企業会計基準委員会 平成18年８月

11日 実務対応報告19号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響は、ありません。 

連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示

に関する変更は、以下の通りであります。 

(連結損益計算書) 
「新株発行費」は、当連結会計年度から「株式交

付費」として表示しております。 
(連結キャッシュ・フロー計算書) 

「新株発行費」は、当連結会計年度から「株式交

付費」として表示しております。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、ありません。 

  

―――――――――――― 



  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、ありません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は、1,704,640千円であります。 
連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の「純資産の部」については、

改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

  

―――――――――――― 

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正) 

当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員

会 終改正平成17年12月27日 企業会計基準第１号)

及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準委員会 終改正平成

17年12月27日 企業会計基準適用指針第２号)を適用し

ております。 
これによる損益に与える影響は、ありません。 

  

―――――――――――― 

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

  

―――――――――――― 

(連結貸借対照表) 

前連結会計年度においては、流動資産の「その他」

に含めておりました「預け金」の残高が総資産の５％

を超えたため、当連結会計年度より区分掲記しており

ます。なお、前連結会計年度における「預け金」の金

額は261千円であります。 



注記事項 

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

※１ 固定資産売却益の内訳 

  

器具備品 46千円

合計 46千円

※１ 固定資産売却益の内訳 

  

ソフトウェア 191千円 

合計 191千円 

※２ 固定資産除却損の内訳 

  

ソフトウェア 847千円

合計 847千円

※２ 固定資産除却損の内訳 

  

器具備品 64千円 

合計 64千円 

※３ 固定資産売却損の内訳 

  

器具備品 106千円

合計 106千円

※３ 固定資産売却損の内訳 

  

―――――――――――― 

※４ 研究開発費の総額 

売上原価に含まれる研究開発費は、40,505千円であ

ります。なお、一般管理費に含まれている研究開発費

は、ありません。 

※４ 研究開発費の総額 

売上原価に含まれる研究開発費は、13,300千円であ

ります。なお、一般管理費に含まれている研究開発費

は、ありません。 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

ストックオプションの行使による増加 2,406株 
  

２ 自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

市場買付による増加 233株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項は、ありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

ストックオプションの行使による増加 912株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項は、ありません。 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項は、ありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 93,897 2,406 ― 96,303

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) ― 233 ― 233

会社名 内訳
当連結会計年度末残高 

(千円) 

㈱メディアシーク 第３回新株引受権 1,700 

連結子会社 ― ― 

合計 1,700 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 96,303 912 ― 97,215

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 233 ― ― 233



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 875,586千円

有価証券 109,840千円

流動資産その他に含まれる預け
金勘定 

261千円

現金及び現金同等物 985,688千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 619,916千円 

有価証券 110,569千円 

預け金 145,367千円 

現金及び現金同等物 875,853千円 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において連結貸借対照表計上額が取得原価を超える債券には、組込デリバティブと一体処理した複合金融商

品(契約額100,000千円、時価101,326千円)が含まれており、これに係る評価損益1,326千円を連結損益計算書の営業外収益に

計上しております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,249千円

１年超 4,400千円

合計 5,649千円

  

―――――――――――― 

  

前連結会計年度 
(平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(平成19年７月31日) 

取得原価
(千円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

            

①株式 ― ― ― 24,093 69,750 45,656
②債券 49,454 51,191 1,737 100,000 101,326 1,326

③その他 51,500 52,710 1,210 169,692 187,392 17,699

小計 100,954 103,901 2,947 293,785 358,468 64,682

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

           

①株式 ― ― ― ― ― ― 

②債券 40,000 39,796 △204 100,000 94,450 △5,550

③その他 222,538 216,190 △6,348 47,733 38,210 △9,523

小計 262,538 255,986 △6,552 147,733 132,660 △15,073

合計 363,492 359,887 △3,605 441,519 491,128 49,609

  
前連結会計年度 

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

売却額(千円) 394,921 271,616 

売却益の合計額 
(千円) 

36,594 118,180 



３ 時価評価されていない有価証券 

  

  
(注) １ 表中の「連結貸借対照表計上額」は減損処理後の帳簿価格であります。 

２ 前連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損18,600千円を計上しております。 

３ 当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損10,000千円を計上しております。 

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

  

当連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

  前連結会計年度 
(平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(平成19年７月31日) 

  連結貸借対照表計上額 

(千円) 

連結貸借対照表計上額 

(千円) 

(1)その他有価証券     

①中期国債ファ
ンド 70,305 70,499 

②野村ＣＲＦ 39,535 40,069 

③非上場株式 63,500 10,000 

合計 173,340 120,569 

  １年以内(千円) 
１年超５年以内

(千円) 
５年超10年以内

(千円) 
10年超(千円) 

(1)債券         

①社債 51,682 40,000 ― ― 

合計 51,682 40,000 ― ― 

  １年以内(千円) 
１年超５年以内

(千円) 
５年超10年以内

(千円) 
10年超(千円) 

(1)債券         

①社債 ― ― ― 259,638 

合計 ― ― ― 259,638 

前連結会計年度
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

該当事項は、ありません。 複合金融商品の組込デリバティブの時価及び評価損益

は、「有価証券関係」に記載しております。 



(退職給付関係) 

  

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

当社グループは、退職給付制度がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

在外連結子会社DELIVERY VIETNAM CO., LTD.において、ベトナム社会主義共和国の国内法に基づく確定給付

型の退職給付制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年７月31日) 

(注) 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

次へ 

項目 金額(千円)

①退職給付債務 △754 

②退職給付引当金 △754 



(ストックオプション等関係) 

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

提出会社 

１ ストックオプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストックオプションの内容 

  

  

(注) １ 株式数に換算して記載しております。 

２ 対象者は、新株予約権の行使時においても当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は当社もしくは当社子会

社の業務委託契約社員又は当社もしくは当社子会社に勤務する派遣社員であることを要し、当社もしくは当社子会社の取

締役、監査役、使用人又は当社もしくは当社子会社の業務委託契約社員又は当社もしくは当社子会社に勤務する派遣社員

の地位を喪失した場合には、未行使の新株予約権を行使できないものとする。ただし、対象者がその地位を喪失後、引き

続き当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は当社もしくは当社子会社の業務委託契約社員又は当社もしく

は当社子会社に勤務する派遣社員の地位を取得した場合には、新株予約権の行使が可能であるものとする。 

３ 第２回及び第３回新株引受権は、商法等改正整備法第19条第２項の規定により、新株予約権付社債とみなされる新株引受

権付社債の新株引受権を付与する方法によるものであります。 

  

前へ   次へ 

  第２回新株引受権 第３回新株引受権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

決議年月日 平成12年10月２日 平成12年10月２日 平成15年10月28日 平成15年10月28日

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役４名 
当社従業員13名 

当社取締役４名
当社従業員５名 

当社監査役３名
当社従業員10名 

当社取締役３名 
当社従業員17名 
当社子会社取締役
２名 

株式の種類及び付与数 普通株式 2,748株 普通株式 2,436株 普通株式  507株 普通株式 1,224株

付与日 平成12年10月５日 平成12年10月５日 平成15年12月１日 平成15年12月１日 

権利確定条件 (注)２ (注)２ (注)２ (注)２ 

対象勤務期間 
平成12年10月５日～ 
平成13年10月31日 

平成12年10月５日～
平成14年10月31日 

平成15年12月１日～
平成16年11月３日 

平成15年12月１日～
平成17年11月３日 

権利行使期間 
平成13年11月１日～ 
平成17年10月27日 

平成14年11月１日～
平成18年10月30日 

平成16年11月４日～
平成25年10月28日 

平成17年11月４日～
平成25年10月28日 

  第５回新株予約権 第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

決議年月日 平成15年10月28日 平成15年10月28日 平成16年10月26日 平成16年10月26日

付与対象者の区分及び人数 
当社業務委託契約
社員１名 

当社従業員13名
当社業務委託契約
社員１名 

当社取締役６名
当社従業員30名 

当社取締役６名 
当社従業員５名 
当社子会社取締役
２名 

株式の種類及び付与数 普通株式   90株 普通株式  249株 普通株式 1,143株 普通株式  357株

付与日 平成16年３月２日 平成16年６月16日 平成16年11月12日 平成17年９月20日 

権利確定条件 (注)２ (注)２ (注)２ (注)２ 

対象勤務期間 
平成16年３月２日～ 
平成17年11月３日 

平成16年６月16日～
平成17年11月３日 

平成16年11月12日～
平成18年11月１日 

平成17年９月20日～
平成18年11月１日 

権利行使期間 
平成17年11月４日～ 
平成25年10月28日 

平成17年11月４日～
平成25年10月28日 

平成18年11月２日～
平成26年10月24日 

平成18年11月２日～
平成26年10月24日 



(2) ストックオプションの規模及びその変動状況 

① ストックオプションの数 

  

  

  

② 単価情報 

  

  

  

前へ   次へ 

  第２回新株引受権 第３回新株引受権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 

決議年月日 平成12年10月２日 平成12年10月２日 平成15年10月28日 平成15年10月28日 

権利確定前     

前連結会計年度末(株) ― ― ― 1,074 

付与(株) ― ― ― ― 

失効(株) ― ― ― ― 

権利確定(株) ― ― ― 1,074 

未確定残(株) ― ― ― ― 

権利確定後     

前連結会計年度末(株) 1,926 2,040 273 ― 

権利確定(株) ― ― ― 1,074 

権利行使(株) 1,926 ― ― 480 

失効(株) ― ― 60 ― 

未行使残(株) ― 2,040 213 594 

  第５回新株予約権 第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権 

決議年月日 平成15年10月28日 平成15年10月28日 平成16年10月26日 平成16年10月26日 

権利確定前     

前連結会計年度末(株) 90 222 1,063 ― 

付与(株) ― ― ― 357 

失効(株) ― ― 16 ― 

権利確定(株) 90 222 ― ― 

未確定残(株) ― ― 1,047 357 

権利確定後     

前連結会計年度末(株) ― ― ― ― 

権利確定(株) 90 222 ― ― 

権利行使(株) ― ― ― ― 

失効(株) ― 27 ― ― 

未行使残(株) 90 195 ― ― 

  第２回新株引受権 第３回新株引受権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 

決議年月日 平成12年10月２日 平成12年10月２日 平成15年10月28日 平成15年10月28日 

権利行使価額(円) 83,333.3 83,333.3 36,667 36,667 

行使時平均株価(円) 173,125 ― ― 174,568 

付与日における公正な評価
単価(円) 

― ― ― ― 

  第５回新株予約権 第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権 

決議年月日 平成15年10月28日 平成15年10月28日 平成16年10月26日 平成16年10月26日 

権利行使価額(円) 89,000 290,667 217,000 205,000 

行使時平均株価(円) ― ― ― ― 

付与日における公正な評価
単価(円) 

― ― ― ― 



当連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

提出会社 

１ ストックオプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストックオプションの内容 

  

  

(注) １ 株式数に換算して記載しております。 

２ 対象者は、新株予約権の行使時においても当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は当社もしくは当社子会

社の業務委託契約社員又は当社もしくは当社子会社に勤務する派遣社員であることを要し、当社もしくは当社子会社の取

締役、監査役、使用人又は当社もしくは当社子会社の業務委託契約社員又は当社もしくは当社子会社に勤務する派遣社員

の地位を喪失した場合には、未行使の新株予約権を行使できないものとする。ただし、対象者がその地位を喪失後、引き

続き当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は当社もしくは当社子会社の業務委託契約社員又は当社もしく

は当社子会社に勤務する派遣社員の地位を取得した場合には、新株予約権の行使が可能であるものとする。 

３ 第３回新株引受権は、商法等改正整備法第19条第２項の規定により、新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債の

新株引受権を付与する方法によるものであります。 

  

前へ   次へ 

  第３回新株引受権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

決議年月日 平成12年10月２日 平成15年10月28日 平成15年10月28日 平成15年10月28日

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役４名 
当社従業員６名 

当社監査役３名
当社従業員10名 

当社取締役３名
当社従業員17名 
当社子会社取締役
２名 

当社業務委託契約
社員１名 

株式の種類及び付与数 普通株式 2,436株 普通株式  507株 普通株式 1,224株 普通株式   90株

付与日 平成12年10月５日 平成15年12月１日 平成15年12月１日 平成16年３月２日 

権利確定条件 (注)２ (注)２ (注)２ (注)２ 

対象勤務期間 
平成12年10月５日～ 
平成14年10月31日 

平成15年12月１日～
平成16年11月３日 

平成15年12月１日～
平成17年11月３日 

平成16年３月２日～
平成17年11月３日 

権利行使期間 
平成14年11月１日～ 
平成18年10月30日 

平成16年11月４日～
平成25年10月28日 

平成17年11月４日～
平成25年10月28日 

平成17年11月４日～
平成25年10月28日 

  第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

決議年月日 平成15年10月28日 平成16年10月26日 平成16年10月26日

付与対象者の区分及び人数 
当社従業員13名 
当社業務委託契約
社員１名 

当社取締役６名
当社従業員30名 

当社取締役６名
当社従業員５名 
当社子会社取締役
２名 

株式の種類及び付与数 普通株式  249株 普通株式 1,143株 普通株式  357株

付与日 平成16年６月16日 平成16年11月12日 平成17年９月20日

権利確定条件 (注)２ (注)２ (注)２

対象勤務期間 
平成16年６月16日～ 
平成17年11月３日 

平成16年11月12日～
平成18年11月１日 

平成17年９月20日～
平成18年11月１日 

権利行使期間 
平成17年11月４日～ 
平成25年10月28日 

平成18年11月２日～
平成26年10月24日 

平成18年11月２日～
平成26年10月24日 



(2) ストックオプションの規模及びその変動状況 

① ストックオプションの数 

  

  

  

② 単価情報 

  

  

  

前へ   次へ 

  第３回新株引受権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権 

決議年月日 平成12年10月２日 平成15年10月28日 平成15年10月28日 平成15年10月28日 

権利確定前     

前連結会計年度末(株) ― ― ― ― 

付与(株) ― ― ― ― 

失効(株) ― ― ― ― 

権利確定(株) ― ― ― ― 

未確定残(株) ― ― ― ― 

権利確定後     

前連結会計年度末(株) 2,040 213 594 90 

権利確定(株) ― ― ― ― 

権利行使(株) 870 ― 42 ― 

失効(株) 1,170 ― ― ― 

未行使残(株) ― 213 552 90 

  第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

決議年月日 平成15年10月28日 平成16年10月26日 平成16年10月26日

権利確定前   

前連結会計年度末(株) ― 1,047 357

付与(株) ― ― ―

失効(株) ― ― ―

権利確定(株) ― 1,047 357

未確定残(株) ― ― ―

権利確定後   

前連結会計年度末(株) 195 ― ― 

権利確定(株) ― 1,047 357 

権利行使(株) ― ― ― 

失効(株) 60 232 38 

未行使残(株) 135 815 319 

  第３回新株引受権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権 

決議年月日 平成12年10月２日 平成15年10月28日 平成15年10月28日 平成15年10月28日 

権利行使価額(円) 83,333.3 36,667 36,667 89,000 

行使時平均株価(円) 102,424 ― 89,722 ― 

付与日における公正な評価
単価(円) 

― ― ― ― 

  第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

決議年月日 平成15年10月28日 平成16年10月26日 平成16年10月26日

権利行使価額(円) 290,667 217,000 205,000

行使時平均株価(円) ― ― ― 

付与日における公正な評価
単価(円) 

― ― ― 



(税効果会計関係) 

  

  

前へ  

前連結会計年度
(平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(平成19年７月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(流動の部) 

  

(固定の部) 

  

  

繰延税金資産  

商品評価損否認 349千円

繰越欠損金 20,362千円

外国税額控除 354千円

特別減税の翌期繰越額 261千円

評価性引当金 △18,066千円

繰延税金資産合計 3,261千円

繰延税金負債  

未収事業税否認 751千円

債権債務の消去に伴う貸倒引当
金の調整 

27千円

繰延税金負債合計 779千円

繰延税金資産(流動)の純額 2,482千円

繰延税金資産  

貸倒引当金繰入超過額 60,134千円

投資有価証券評価損否認 24,905千円

有価証券評価差額金 1,467千円

評価性引当金 △17,007千円

繰延税金資産合計 69,498千円

繰延税金負債  

特別償却準備金 328千円

繰延税金負債合計 328千円

繰延税金資産(固定)の純額 69,170千円

繰延税金資産の純額計 71,652千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(流動の部) 

  

(固定の部) 

  

  

繰延税金資産   

未払事業税 1,448千円 

貸倒引当金 94千円 

繰延欠損金 21,404千円 

商品評価損 349千円 

評価性引当金 △21,848千円 

債権債務の消去に伴う貸倒引当
金の調整 

△19千円 

未実現利益の控除 693千円 

繰延税金資産合計 2,122千円 

繰延税金負債合計 ― 

繰延税金資産(流動)の純額 2,122千円 

繰延税金資産   

貸倒引当金 55,719千円 

投資有価証券評価損 17,093千円 

関係会社株式評価損 11,149千円 

評価性引当金 △32,992千円 

繰延税金資産合計 50,968千円 

繰延税金負債   

特別償却準備金 97千円 

投資有価証券評価差額金 19,646千円 

繰延税金負債合計 19,744千円 

繰延税金資産(固定)の純額 31,224千円 

繰延税金資産の純額計 33,347千円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の主な項目別内訳 

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記

載を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の主な項目別内訳 

  

法定実効税率 40.69％ 

(調整)   

交際費等損金不算入項目 2.94％ 

受取配当金等益金不算入項目 △0.30％ 

住民税等均等割額 3.96％ 

ＩＴ減税の特別控除額 0.70％ 

所得税の額等及び外国税額の控除税額 △0.32％ 

在外子会社の投資奨励制度による減税 △2.75％ 

在外子会社の税率相違による影響額 △0.42％ 

のれん償却額 3.60％ 

未達取引の影響額 △0.95％ 

評価性引当金の増減 24.61％ 

その他 △0.89％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 70.87％ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・役務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目153,052千円の主な内容は、提出会社本社の業務管理部門等管理部門に係る配賦不

能営業費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目1,480,689千円の主な内容は、提出会社本社での余資運用資金(現金、預金及び有価証

券)及び業務管理部門等管理部門に係る資産等であります。 

５ 当連結会計年度より、従来、独立掲記しておりました「暗号化コード販売事業」の重要性が減少したことから、当該事業

の詳細内容に基づき、これを「サービス開発事業」及び「コンテンツ事業」に含めることとしました。この結果、以下の

点に影響が生じております。 

(1)「暗号化コード販売事業」に区分されていた売上高6,781千円が、「コンテンツ事業」に6,781千円配分されておりま

す。 

(2)「暗号化コード販売事業」に区分されていた営業費用5,940千円が、「サービス開発事業」に597千円、「コンテンツ

事業」に3,469千円及び「消去又は全社」に1,873千円配分されております。 

(3)「暗号化コード販売事業」に区分されていた資産39,893千円が、「サービス開発事業」に653千円、「コンテンツ事

業」に6,162千円及び「消去又は全社」に33,077千円配分されております。 

(4)「暗号化コード販売事業」に区分されていた減価償却費1,756千円が、「サービス開発事業」に355千円、「コンテン

ツ事業」に1,242千円及び「消去又は全社」に158千円配分されております。 

  

(単位:千円)

  
サービス開
発事業 

コンテンツ
事業 

システムコ
ンサルティ
ング事業 

計
消去又は 
全社 

連結 

１ 売上高及び営業損益     

(1)外部顧客に対する売上
高 

393,963 531,186 393,870 1,319,020 ― 1,319,020

(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高 

― ― 57,631 57,631 (57,631) ―

計 393,963 531,186 451,501 1,376,651 (57,631) 1,319,020

営業費用 288,589 495,367 419,629 1,203,585 153,052 1,356,638

営業利益又は営業損失(△) 105,374 35,818 31,872 173,065 (210,684) △37,618

２ 資産、減価償却費及び
資本的支出 

    

資産 166,306 157,619 167,780 491,706 1,480,689 1,972,396

減価償却費 1,362 9,338 4,963 15,664 4,044 19,708

資本的支出 3,770 19,649 9,993 33,414 2,107 35,521

(1)サービス開発事業・・・・・・・・ 携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売 

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・ 携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス 

(3)システムコンサルティング事業・・ 企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス 



当連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・役務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(141,322千円)の主なものは、提出会社本社の業務管理

部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,488,603千円)の主なものは、提出会社本社での余資運用資金(現

金、預金及び有価証券)及び業務管理部門等管理部門に係る資産等であります。 

  

(単位:千円)

  
サービス開
発事業 

コンテンツ
事業 

システムコ
ンサルティ
ング事業 

計
消去又は 
全社 

連結 

１ 売上高及び営業損益     

(1)外部顧客に対する売上
高 

328,509 754,019 604,242 1,686,771 ― 1,686,771

(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高 

― ― 104,868 104,868 (104,868) ―

計 328,509 754,019 709,110 1,791,639 (104,868) 1,686,771

営業費用 263,837 706,961 654,959 1,625,758 141,322 1,767,080

営業利益又は営業損失(△) 64,672 47,057 54,151 165,881 (246,190) △80,309

２ 資産、減価償却費及び資
本的支出 

    

資産 105,502 231,450 311,783 648,737 1,488,603 2,137,340

減価償却費 1,651 9,281 10,335 21,268 3,822 25,090

資本的支出 515 16,155 58,913 75,584 4,900 80,485

(1)サービス開発事業・・・・・・・・ 携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売 

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・ 携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス 

(3)システムコンサルティング事業・・ 企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

役員及び個人主要株主等 
    

(注) 上記取引金額には、消費税等を含んでおりませんが、期末残高の内、消費税等課税取引に係るものは、消費税等を含んでお

ります。 

  

※ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

社宅の賃貸は、当社の役員社宅管理規程に基づき当社が賃借している社宅物件を転貸しているものであります。な

お、転貸額は平成17年８月が月額203千円、平成17年９月が月額235千円、それ以降が月額458千円となっておりま

す。 

  

当連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

役員及び個人主要株主等 
    

(注) 上記取引金額には、消費税等を含んでおりませんが、期末残高の内、消費税等課税取引に係るものは、消費税等を含んでお

ります。 

  

※ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

社宅の賃貸は、当社の役員社宅管理規程に基づき当社が賃借している社宅物件を転貸しているものであります。な

お、転貸は、平成19年５月をもって契約解除のため終了しており、平成19年６月以降は、実施しておりません。 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の
内容又 
は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係 

取引
内容 

取引 
金額 

(千円) 
科目 期末残高

(千円) 

役員 西尾直紀 東京都 
港区 ― 当社

代表取締役
直接

(32.95) ― ―
社宅の
賃貸 5,024 立替金 917

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の
内容又 
は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係 

取引
内容 

取引 
金額 

(千円) 
科目 期末残高

(千円) 

役員 西尾直紀 東京都 
港区 ― 当社

代表取締役
直接

(33.49) ― ―
社宅の
賃貸 5,133 立替金 ―



(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

１ 株式会社ダイレクトマーケティング研究所からシステム開発・運用関連案件及び人材採用支援システムの譲

受 

(１)企業結合の概要 

  

  

(２)連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間 

自 平成19年２月15日  至 平成19年７月31日 

  

(３)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳、取得した事業の取得原価及び

その内訳、発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

  

(注) １ 取得した事業の取得原価は、全て現金です。 

２ のれんは、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。 

３ のれんの償却については、５年間で均等償却しております。 

  

(４)企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額 

当該影響は、軽微なため、記載を省略しております。 

  

相手先企業の名称 株式会社ダイレクトマーケティング研究所 

取得した事業の内容 
人材採用支援システム及びシステム開発・運用案件に関する事

業 

企業結合を行った主な理由 システムコンサルティング事業の拡大・多角化のため 

企業結合日 平成19年２月15日 

企業結合の法的形式 営業の譲受け 

区分 金額(千円) 

固定資産 595千円 

売上原価(消耗品費) 542千円 

のれん(発生額) 28,862千円 

取得した事業の取得原価 30,000千円 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

１株当たり純資産額 17,743.73円 18,795.48円 

１株当たり当期純利益又は 
当期純損失(△) 

△274.88円 115.85円 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、１株当たり当期純損失

が計上されているため記載しておりま

せん。 

115.35円 

項目 
前連結会計年度末
(平成18年７月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年７月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合
計額(千円) 

1,741,007 1,857,871 

普通株式に係る純資産額(千円) 1,704,640 1,822,823 

連結貸借対照表の純資産の部の
合計額と１株当たり純資産額の
算定に用いられた普通株式に係
る連結会計年度末の純資産の額
との差額の主な内訳(千円) 

  

新株予約権 1,700 ― 
少数株主持分 34,667 35,048 

普通株式の発行済株式数(株) 96,303 97,215 

普通株式の自己株式数(株) 233 233 

１株当たり純資産の算定に用いら
れた普通株式の数(株) 

96,070 96,982 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益又
は当期純損失(△)(千円) 

△26,245 11,209 

普通株式に係る当期純利益又は当
期純損失(△)(千円) 

△26,245 11,209 

普通株主に帰属しない金額 
(千円) 

― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 95,480 96,763 

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に用いられた普通
株式増加数の内訳(株) 

  

新株予約権 ― 418 

普通株式増加数(株) ― 418 

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要 

新株予約権３種類 

(新株予約権による潜在株式の数

1,642株) 

新株予約権４種類 

新株引受権１種類 

(新株予約権による潜在株式の数

1,689株、新株引受権による潜在株

式の数 2,040株) 



(重要な後発事象) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

該当事項は、ありません。 同左 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項は、ありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項は、ありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項は、ありません。 

  



  
２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
      

  

    
前事業年度 

(平成18年７月31日) 

当事業年度 

(平成19年７月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   784,365 535,297  

２ 売掛金   270,264 314,115  

３ 有価証券   109,840 110,569  

４ 預け金   ― 145,367  

５ 商品   ― 15  

６ 仕掛品   22,699 31,820  

７ 前渡金   1,459 ―  

８ 前払費用   5,140 6,843  

９ 短期貸付金 ※１   60,000 60,000  

10 未収法人税等   20,825 ―  

11 繰延税金資産   959 1,441  

12 その他   8,903 9,689  

  貸倒引当金   △2,165 △2,533  

流動資産合計   1,282,293 66.9 1,212,626 59.5

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1)建物 17,387 17,863    

減価償却累計額 10,303 7,084 11,379 6,484  

(2)車両運搬具 3,591 3,591    

減価償却累計額 3,242 348 3,353 237  

(3)器具備品 99,475 110,895    

減価償却累計額 76,569 22,905 88,604 22,290  

有形固定資産合計   30,338 1.6 29,012 1.4

２ 無形固定資産      

(1)のれん   ― 15,500  

(2)営業権   14,750 ―  

(3)特許権   54 35  

(4)商標権   777 1,018  

(5)ソフトウェア   1,367 3,736  

(6)ソフトウェア仮勘定   12,052 ―  

(7)電話加入権   224 224  

無形固定資産合計   29,226 1.5 20,515 1.0

３ 投資その他の資産        

(1)投資有価証券     423,387 501,128  

(2)関係会社株式     63,450 63,450  

(3)長期貸付金 ※１   ― 60,000  

(4)長期滞留債権     148,639 137,789  

(5)長期前払費用     1,372 ―  

(6)繰延税金資産     69,170 31,224  

(7)保険積立金     ― 101,313  

(8)敷金・保証金     17,790 18,113  

  貸倒引当金     △147,787 △136,937  

投資その他の資産合計     576,023 30.0 776,082 38.1

固定資産合計     635,588 33.1 825,610 40.5

資産合計     1,917,881 100.0 2,038,237 100.0



  

  
  

    
前事業年度 

(平成18年７月31日) 

当事業年度 

(平成19年７月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 買掛金   164,956 168,333  

２ 未払金   30,926 17,185  

３ 未払費用   2,217 2,163  

４ 未払法人税等   ― 9,309  

５ 未払消費税等   4,180 5,036  

６ 預り金   3,611 3,272  

７ 前受収益   500 ―  

８ その他   834 367  

流動負債合計   207,228 10.8 205,668 10.1

負債合計   207,228 10.8 205,668 10.1

       

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   777,941 40.6 814,962 40.0

２ 資本剰余金      

(1)資本準備金   910,458 948,203  

資本剰余金合計   910,458 47.5 948,203 46.5

３ 利益剰余金      

(1)その他利益剰余金      

特別償却準備金 848 478    

繰越利益剰余金 61,521 62,370 79,966 80,445  

利益剰余金合計   62,370 3.2 80,445 3.9

４ 自己株式   △39,678 △2.1 △39,678 △1.9

株主資本合計   1,711,092 89.2 1,803,932 88.5

Ⅱ 評価・換算差額等      
１ その他有価証券評価差額

金 
  △2,138 △0.1 28,636 1.4

評価・換算差額等合計   △2,138 △0.1 28,636 1.4

Ⅲ 新株予約権      

１ 新株引受権   1,700 0.1 ― ―

新株予約権合計   1,700 0.1 ― ―

純資産合計   1,710,653 89.2 1,832,569 89.9

負債・純資産合計   1,917,881 100.0 2,038,237 100.0



② 【損益計算書】 

  
  

  

    
前事業年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  

１ サービス開発売上高 393,963 328,509    

２ コンテンツ売上高 524,404 751,199    

３ システムコンサルティン
グ売上高 

144,592 1,062,960 100.0 168,782 1,248,491 100.0

Ⅱ 売上原価      

１ サービス開発売上原価 ※４ 287,991 263,762    

２ コンテンツ売上原価 487,702 631,137    

３ システムコンサルティン
グ売上原価 

※４ 90,757 866,450 81.5 137,811 1,032,711 82.7

売上総利益   196,509 18.5 215,779 17.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１ 役員報酬 41,107 36,740    

２ 給与 58,149 68,177    

３ 福利厚生費 14,685 9,002    

４ 地代家賃 14,656 15,660    

５ 租税公課 7,724 6,989    

６ 減価償却費 3,734 3,677    

７ 貸倒引当金繰入額 2,165 2,533    

８ 支払手数料 49,448 45,192    

９ 広告宣伝費 ― 50,923    

10 貸倒損失 ― 3,241    

11 その他 43,275 234,949 22.1 53,663 295,801 23.7

営業損失   38,439 △3.6 80,021 △6.4



  

  

    
前事業年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息 299 2,628    

２ 有価証券利息 1,140 5,428    

３ 受取配当金 1,182 1,443    

４ 投資有価証券売却益 36,594 118,180    

５ 保険解約益 7,922 ―    

６ その他 4,580 51,720 4.9 5,839 133,519 10.7

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息 1,845 ―    

２ 新株発行費 1,231 ―    

３ 株式交付費 ― 387    

４ 為替差損 585 2,743    

５ その他 283 3,946 0.4 76 3,207 0.3

経常利益   9,335 0.9 50,289 4.0

Ⅵ 特別利益      

１ 固定資産売却益 ※１ 46 191    

２ 貸倒引当金戻入益 ― 516    

３ 新株予約権戻入益 ― 46 0.0 975 1,683 0.1

Ⅶ 特別損失      

１ 固定資産除却損 ※２ 847 64    

２ 固定資産売却損 ※３ 106 ―    

３ 投資有価証券評価損 18,600 10,000    

４ その他 ― 19,554 1.9 814 10,879 0.9

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

  △10,172 △1.0 41,094 3.2

法人税、住民税 
及び事業税 

950 6,668    

法人税等調整額 23,837 24,787 2.3 16,350 23,018 1.8

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

  △34,959 △3.3 18,075 1.4



売上原価明細書 

イ サービス開発売上原価 

  

(注)  

  

  
前事業年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ 材料費 156,616 50.8 150,718 61.4

Ⅱ 労務費 89,296 29.0 62,207 25.4

Ⅲ 経費 19,986 6.5 17,178 7.0

Ⅳ 外注費 42,158 13.7 15,244 6.2

当期総製造費用 308,057 100.0 245,349 100.0

期首仕掛品たな卸高 3,535 11,386  

他勘定受入高 ※２ ― 11,805  

合計 311,593 268,541  

期末仕掛品たな卸高 11,386 4,778  

他勘定振替高 ※３ 12,215 ―  

当期製品製造原価 287,991 263,762  

サービス開発売上原価 287,991 263,762  

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

 １ 原価計算の方法 

原価計算の方法は、個別法による実際原価計算を

採用しております。 

 １ 原価計算の方法 

同左 

※２ 

―――――――――――― 

※２ 他勘定受入高の内訳は、次の通りであります。 

ソフトウェア仮勘定 11,805千円 

計 11,805千円 

※３ 他勘定振替高の内訳は、次の通りであります。 

ソフトウェア仮勘定 11,805千円

他勘定受入高 409千円

計 12,215千円

※３ 

―――――――――――― 



ロ コンテンツ売上原価 

  

(注)  

  

  
前事業年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ 材料費 3,480 0.7 4,320 0.7
Ⅱ 労務費 78,683 16.4 73,311 11.6

Ⅲ 経費 118,642 24.6 152,854 24.2

Ⅳ 外注費 281,013 58.3 400,608 63.5

当期総製造費用   481,820 100.0 631,094 100.0

期首仕掛品たな卸高 10,970 3,933  

合計 492,790 635,028  

期末仕掛品たな卸高 3,933 4,299  

他勘定振替高 ※２ 2,538 ―  

当期製品製造原価 486,317 630,729  

当期商品仕入高 1,384 423  

合計 487,702 631,152  

期末商品棚卸高 ― 15  

コンテンツ売上原価 487,702 631,137  

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

 １ 原価計算の方法 

原価計算の方法は、個別法による実際原価計算を

採用しております。 

 １ 原価計算の方法 

同左 

※２ 他勘定振替高の内訳は、次の通りであります。 

他勘定受入高 2,538千円

計 2,538千円

※２ 

―――――――――――― 



ハ システムコンサルティング売上原価 

  

(注)  

  

  
前事業年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ 材料費 1,434 1.6 28,643 18.7
Ⅱ 労務費 52,850 57.2 66,634 43.6

Ⅲ 経費 34,207 37.0 26,179 17.1

Ⅳ 外注費 3,907 4.2 31,471 20.6

当期総製造費用 92,399 100.0 152,928 100.0

期首仕掛品たな卸高 3,034 7,379  

他勘定受入高 ※２ 2,948 246  

合計 98,383 160,554  

期末仕掛品たな卸高 7,379 22,742  

他勘定振替高 ※３ 246 ―  

当期製品製造原価 90,757 137,811  
システムコンサルティン
グ売上原価 

90,757 137,811  

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

 １ 原価計算の方法 

原価計算の方法は、個別法による実際原価計算を

採用しております。 

 １ 原価計算の方法 

同左 

※２ 他勘定受入高の内訳は、次の通りであります。 

他勘定振替高 2,948千円

計 2,948千円

※２ 他勘定受入高の内訳は、次の通りであります。 

ソフトウェア仮勘定 246千円 

計 246千円 

※３ 他勘定振替高の内訳は、次の通りであります。 

ソフトウェア仮勘定 246千円

計 246千円

※３ 

―――――――――――― 



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 特別償却
準備金 

繰越利益
剰余金 

平成17年７月31日残高
(千円) 688,890 819,804 819,804 1,195 96,134 97,329 ― 1,606,024

事業年度中の変動額       

新株の発行 89,050 90,654 90,654 ― ― ― ― 179,705

当期純損失(△) ― ― ― ― △34,959 △34,959 ― △34,959

特別償却準備金の取崩 ― ― ― △347 347 ― ― ―

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △39,678 △39,678

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
(千円) 89,050 90,654 90,654 △347 △34,612 △34,959 △39,678 105,067

平成18年７月31日残高
(千円) 777,941 910,458 910,458 848 61,521 62,370 △39,678 1,711,092

  

評価・換算差額等 新株予約権 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算
差額等合計 新株引受権

新株予約権
合計 

平成17年７月31日残高

(千円) 3,920 3,920 3,305 3,305 1,613,250

事業年度中の変動額   

新株の発行 ― ― ― ― 179,705

当期純損失(△) ― ― ― ― △34,959

特別償却準備金の取崩 ― ― ― ― ―

自己株式の取得 ― ― ― ― △39,678

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
(純額) 

△6,059 △6,059 △1,605 △1,605 △7,664

事業年度中の変動額合計

(千円) △6,059 △6,059 △1,605 △1,605 97,403

平成18年７月31日残高

(千円) △2,138 △2,138 1,700 1,700 1,710,653



当事業年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 特別償却
準備金 

繰越利益
剰余金 

平成18年７月31日残高
(千円) 777,941 910,458 910,458 848 61,521 62,370 △39,678 1,711,092

事業年度中の変動額       

新株の発行 37,020 37,744 37,744 ― ― ― ― 74,764

当期純利益 ― ― ― ― 18,075 18,075 ― 18,075

特別償却準備金の取崩 ― ― ― △369 369 ― ― ―

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
(千円) 37,020 37,744 37,744 △369 18,444 18,075 ― 92,840

平成19年７月31日残高
(千円) 814,962 948,203 948,203 478 79,966 80,445 △39,678 1,803,932

  

評価・換算差額等 新株予約権 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算
差額等合計 新株引受権

新株予約権
合計 

平成18年７月31日残高

(千円) △2,138 △2,138 1,700 1,700 1,710,653

事業年度中の変動額   

新株の発行 ― ― ― ― 74,764

当期純利益 ― ― ― ― 18,075

特別償却準備金の取崩 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
(純額) 

30,775 30,775 △1,700 △1,700 29,075

事業年度中の変動額合計

(千円) 30,775 30,775 △1,700 △1,700 121,915

平成19年７月31日残高

(千円) 28,636 28,636 ― ― 1,832,569



重要な会計方針 

  
  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1)子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式 

同左 

  (2)その他有価証券 

ａ時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法 

(評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

(2)その他有価証券 

ａ時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法 

(評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

なお、組込デリバティブを区分

して測定することができない複合

金融商品は、全体を時価評価し、

評価差額を当事業年度の損益に計

上しております。ただし、全体の

リスクが高くないと判断した複合

金融商品の評価差額は、純資産の

部に計上しております。 

  ｂ時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ｂ時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 

―――――――――――― 

(1)商品 

移動平均法による原価法 

(2)仕掛品 

個別法による原価法 

(2)仕掛品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数 

建物   ８～15年 

器具備品 ４～８年 

ただし、建物(建物附属設備は除く)

は、定額法を採用しております。 

(1)有形固定資産 

同左 

    (会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

と同一の減価償却の方法に変更しており

ます。 
これにより、営業損失、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。 
  (2)無形固定資産 

定額法 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

定額法 

主な耐用年数 

のれん   ５年 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用しており

ます。 

４ 繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

支払時全額費用処理 

(1)株式交付費 

支払時全額費用処理 



  

  

会計処理の変更 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

５ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等の特定の債権

については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1)貸倒引当金 

同左 

６ その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

  

―――――――――――― 

(企業結合に係る会計基準等) 

当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会

計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委

員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基準適用

指針第10号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、ありません。 
財務諸表等規則の改正による財務諸表の表示に関す

る変更は、以下の通りであります。 
(貸借対照表) 

「営業権」は、当事業年度から「のれん」として

表示しております。 

  

―――――――――――― 

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

当事業年度から「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」(企業会計基準委員会 平成18年８月11日

実務対応報告第19号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、ありません。 
財務諸表等規則の改正による財務諸表の表示に関す

る変更は、以下の通りであります。 
(損益計算書) 

「新株発行費」は、当連事業年度から「株式交付

費」として表示しております。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、ありません。 

  

―――――――――――― 



  

  

表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、ありません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は、1,708,953千円であります。 
財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の「純資産の部」については、改正後の財

務諸表規則により作成しております。 

  

―――――――――――― 

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正) 

当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会

最終改正平成17年12月27日 企業会計基準第１号)及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会 最終改正平成17年

12月27日 企業会計基準適用指針第２号)を適用してお

ります。 
これによる損益に与える影響は、ありません。 

  

―――――――――――― 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

  

―――――――――――― 

(貸借対照表) 

前事業年度においては、流動資産の「その他」に含

めておりました「預け金」の残高が総資産の１％を超

えたため、当事業年度より区分掲記しております。な

お、前事業年度における「預け金」の金額は261千円で

あります。 
(損益計算書) 

前事業年度において独立科目として掲記しておりま

した「雑給」(当事業年度2,578千円)については、金額

が僅少となったため、当事業年度より販売費及び一般

管理費の「その他」に含めて表示しております。 

  

―――――――――――― 



注記事項 

  

(貸借対照表関係) 

  
  

  

(損益計算書関係) 

  
  

  

前事業年度 
(平成18年７月31日) 

当事業年度
(平成19年７月31日) 

※１ 関係会社に対する債権及び債務 

区分掲記した科目以外の関係会社に対する債権及

び債務で重要なものは、下記の通りであります。 

短期貸付金 60,000千円

※１ 関係会社に対する債権及び債務 

区分掲記した科目以外の関係会社に対する債権及

び債務で重要なものは、下記の通りであります。 

短期貸付金 60,000千円 

長期貸付金 60,000千円 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

※１ 

―――――――――――― 

※１ 固定資産売却益の内訳は、次の通りであります。 

器具備品 191千円 

合計 191千円 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次の通りであります。 

ソフトウェア 847千円

合計 847千円

※２ 固定資産除却損の内訳は、次の通りであります。 

器具備品 64千円 

合計 64千円 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次の通りであります。 

器具備品 106千円

合計 106千円

※３ 

―――――――――――― 

※４ 研究開発費の総額 

売上原価に含まれる研究開発費は40,505千円であ

ります。なお、一般管理費に含まれている研究開発

費は、ありません。 

※４ 研究開発費の総額 

売上原価に含まれる研究開発費は13,300千円であ

ります。なお、一般管理費に含まれている研究開発

費は、ありません。 



(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

市場買付による増加 233株 

  

当事業年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

  

(リース取引関係) 

  
  

  
  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年７月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成19年７月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) ― 233 ― 233

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 233 ― ― 233

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,249千円

１年超 4,400千円

合計 5,649千円

  

―――――――――――― 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年７月31日) 

当事業年度
(平成19年７月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(流動の部) 

  

(固定の部) 

  

  

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,356千円

外国税額控除 354千円

繰延税金資産合計 1,711千円

繰延税金負債  

未収事業税否認 751千円

繰延税金負債合計 751千円

繰延税金資産(流動)の純額 959千円

繰延税金資産  

貸倒引当金繰入超過額 60,134千円

投資有価証券評価損否認 24,905千円

関係会社株式評価損否認 11,149千円

有価証券評価差額金 1,467千円

評価性引当金 △28,157千円

繰延税金資産合計 69,498千円

繰延税金負債  

特別償却準備金 328千円

繰延税金負債合計 328千円

繰延税金資産(固定)の純額 69,170千円

繰延税金資産の純額計 70,129千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(流動の部) 

  

(固定の部) 

  

繰延税金資産   

未払事業税 1,441千円 

繰延税金資産合計 1,441千円 

繰延税金負債合計 ― 

繰延税金資産(流動)の純額 1,441千円 

繰延税金資産   

貸倒引当金 55,719千円 

投資有価証券評価損 17,093千円 

関係会社株式評価損 11,149千円 

評価性引当金 △32,992千円 

繰延税金資産合計 50,968千円 

繰延税金負債   

特別償却準備金 97千円 

投資有価証券評価差額金 19,646千円 

繰延税金負債合計 19,744千円 

繰延税金資産(固定)の純額 31,224千円 

繰延税金資産の純額計 32,665千円 

  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別内訳 

税引前当期純損失を計上しているため、記載を省

略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別内訳 

  

法定実効税率 40.69％ 

(調整)   

交際費等損金不算入項目 2.40％ 

受取配当金等益金不算入項目 △0.26％ 

住民税等均等割額 2.31％ 

評価性引当金の増減 11.77％ 

外国税額の控除税額 △0.27％ 

その他 △0.63％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.01％ 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

１株当たり純資産額 17,788.63円 18,895.97円 

１株当たり当期純利益又は
当期純損失(△) 

△366.14円 186.80円 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、１株当たり当期純損失

が計上されているため記載しておりま

せん。 

186.00円 

項目 
前事業年度

(平成18年７月31日) 
当事業年度 

(平成19年７月31日) 
貸借対照表の純資産の部の合計額
(千円) 

1,710,653 1,832,569 

普通株式に係る純資産額(千円) 1,708,953 1,832,569 

差額の主な内訳(千円)   

新株予約権 1,700 ― 

普通株式の発行済株式数(株) 96,303 97,215 

普通株式の自己株式数(株) 233 233 

１株当たり純資産の算定に用いら
れた普通株式の数(株) 

96,070 96,982 

項目 
前事業年度

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

損益計算書上の当期純利益 
又は当期純損失(△)(千円) 

△34,959 18,075 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失(△)(千円) 

△34,959 18,075 

普通株主に帰属しない金額 
(千円) 

― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 95,480 96,763 

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定に用いられた普通株式
増加数の内訳(株) 

  

新株予約権 ― 418 

普通株式増加数(株) ― 418 

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に含めなかった潜在株式の
概要 

新株予約権３種類 

(新株予約権による潜在株式の数

1,642株) 

新株予約権４種類 

新株引受権１種類 

(新株予約権による潜在株式の数

1,689株、新株引受権による潜在株

式の数 2,040株) 



(重要な後発事象) 
  

  

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

当事業年度
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

該当事項は、ありません。 同左 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

    
  

【債券】 

  

    
  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資 有価
証券 

その 他有
価証券 

㈱ダイヤモンドダイニング 186 69,750 

㈱エイチワイシステム 26 6,500 

㈱ル・ショコラ・デュ・ディアマン 3,500 3,500 

小計 ― 79,750 

計 ― 79,750 

銘柄 券面総額(千円)
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資 有価
証券 

その 他有
価証券 

三菱ＵＦＪセキュリティーズインタ
ーナショナル 

100,000 101,326 

FX TARN JPY/USD 10.01.07 20Y USD 
DB 17.50% TARGET 

100,000 94,450 

小計 ― 195,776 

計 ― 195,776 

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額 

(千円) 

有価証券 
その 他有
価証券 

中期国債ファンド 70,499,576 70,499 

野村ＣＲＦ 40,069,826 40,069 

小計 ― 110,569 

投資 有価
証券 

その 他有
価証券 

日興オフショア・ファンズ－
日興フロンティア・ファイナンス・
ファンド 

10,000 130,907 

ノムラ・マルチ・ストラテジー・
ファンド０４－０５ Ａクラス 

5,000 56,485 

DWS VIETNAM FUND LTD 387,127 38,210 

小計 ― 225,602 

計 ― 336,172 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

【引当金明細表】 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産      

建物 17,387 476 ― 17,863 11,379 1,076 6,484

車両運搬具 3,591 ― ― 3,591 3,353 111 237

器具備品 99,475 15,667 4,247 110,895 88,604 13,120 22,290

有形固定資産計 120,453 16,144 4,247 132,350 103,337 14,308 29,012

無形固定資産      

営業権 15,000 ― 15,000 ― ― ― ―

のれん ― 19,500 ― 19,500 4,000 3,750 15,500

特許権 150 ― ― 150 114 18 35

商標権 1,056 352 ― 1,408 389 111 1,018

ソフトウェア 5,608 5,099 1,451 9,257 5,520 1,473 3,736

ソフトウェア仮勘定 12,052 5,016 17,068 ― ― ― ―

電話加入権 224 ― ― 224 ― ― 224

無形固定資産計 34,091 29,968 33,519 30,539 10,024 5,353 20,515

長期前払費用 2,627 ― 2,627 ― ― 1,372 ―

のれん 携帯電話向けコンテンツ配信サイト 19,500千円 

器具備品 コンテンツ事業用ハードウェア等 8,323千円 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 149,952 2,533 12,499 516 139,470 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(a) 現金及び預金 

  

(b) 売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

(c) 預け金 

  

区分 金額(千円)

現金 188

普通預金 535,108

合計 535,297

相手先 金額(千円)

㈱ＮＴＴドコモ 88,179

京セラコミュニケーションシステム㈱ 52,628

ＫＤＤＩ㈱ 37,331

パナソニックモバイルコミュニケーションズ㈱ 29,400

㈱東芝 24,150

その他 82,425

合計 314,115

期首残高 
(千円) 

  
(Ａ) 

当期発生高 
(千円) 

  
(Ｂ) 

当期回収高 
(千円) 

  
(Ｃ) 

当期貸倒高
(千円) 

  
(Ｄ) 

当期末残高
(千円) 

  
(Ｅ)＝(Ａ)＋(Ｂ)
－(Ｃ)－(Ｄ) 

回収率(％) 
  

(Ｃ)×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
  

  (Ａ)＋(Ｅ)
  ２ 
  (Ｂ) 
  365 

270,264 1,310,540 1,263,178 3,511 314,115 79.9 81.4 

区分 金額(千円)

金融商品取引業者預け金 145,367

合計 145,367



(d) 商品 

  

(e) 仕掛品 

  

(f) 長期滞留債権 

  

② 負債の部 

(a) 買掛金 

相手先別内訳 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

事業部門 金額(千円)

コンテンツ事業 15

合計 15

事業部門 金額(千円)

サービス開発事業 4,778

コンテンツ事業 4,299

システムコンサルティング事業 22,742

合計 31,820

区分 金額(千円)

長期滞留受取手形 73,936

長期滞留売掛金 63,853

合計 137,789

相手先 金額(千円)

3GVision Ltd. 67,707

㈱アコースティック 41,612

㈱ディデザイン 14,015

㈱赤兎馬 13,464

㈱デリバリー 9,023

その他 22,508

合計 168,333



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

事業年度 ８月１日から７月31日まで

定時株主総会 毎年10月

基準日 ７月31日

株券の種類 １株券、10株券 

剰余金の配当の基準日 １月31日、７月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
及び日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行います。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得
ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行います。 
公告掲載URL 
http://www.mediaseek.co.jp/ir/pa.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

(1) 
自己株券買付状況
報告書 

(平成18年７月度) 
自 平成18年７月１日 

至 平成18年７月31日 
  

平成18年８月２日 

関東財務局長に提出。 

(2) 
自己株券買付状況
報告書 

(平成18年８月度) 
自 平成18年８月１日 

至 平成18年８月31日 
  

平成18年９月７日 

関東財務局長に提出。 

(3) 
自己株券買付状況
報告書 

(平成18年９月度) 
自 平成18年９月１日 

至 平成18年９月30日 
  

平成18年10月３日 

関東財務局長に提出。 

(4) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第７期) 
自 平成17年８月１日 

至 平成18年７月31日 
  

平成18年10月30日 

関東財務局長に提出。 

(5) 半期報告書 
事業年度 

(第８期中) 
自 平成18年８月１日 

至 平成19年１月31日 
  

平成19年３月30日 

関東財務局長に提出。 



  

  

平成18年10月27日

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社メディアシークの平成17年８月１日から平成18年７月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社メディアシーク及び連結子会社の平成18年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

独立監査人の監査報告書 

株式会社メディアシーク 

取    締    役    会      御中 

優    成    監    査    法    人 

代表社員
業務執行社員

公認会計士  加   藤    善   孝  (印) 

業務執行社員 公認会計士  本   間    洋   一  (印) 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。 



  

  

平成19年10月30日

  

  

  

  

当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社メディアシークの平成18年８月１日から平成19年７月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社メディアシーク及び連結子会社の平成19年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

独立監査人の監査報告書 

株式会社メディアシーク 

取    締    役    会      御中 

優    成    監    査    法    人 

代表社員
業務執行社員

公認会計士  加   藤    善   孝  (印) 

業務執行社員 公認会計士  本   間    洋   一  (印) 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。 



  

平成18年10月27日

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社メディアシークの平成17年８月１日から平成18年７月31日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社メディアシークの平成18年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  
  

  

独立監査人の監査報告書 

株式会社メディアシーク 

取    締    役    会      御中 

優    成    監    査    法    人 

代表社員
業務執行社員

公認会計士  加   藤    善   孝  (印) 

業務執行社員 公認会計士  本   間    洋   一  (印) 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  

平成19年10月30日

  

  

  

  

当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社メディアシークの平成18年８月１日から平成19年７月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社メディアシークの平成19年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  
  

  

独立監査人の監査報告書 

株式会社メディアシーク 

取    締    役    会      御中 

優    成    監    査    法    人 

代表社員
業務執行社員

公認会計士  加   藤    善   孝  (印) 

業務執行社員 公認会計士  本   間    洋   一  (印) 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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